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国公立大学の独立行政法人化など、大学の自主性・自律性向上が求められる中で、各

大学においては、大学院（博士課程）の運営についても、独自に定員枠や教育・研究カ

リキュラムの設定などを行ってきている。また、博士課程においては、「研究者として自

立して研究活動を行うに足る、又は高度の専門性が求められる社会の多様なる方面で活

躍しうる高度の研究能力とその基礎となる学識を養う。」と、高度な人材養成機能が求め

られている。一方で、近年では博士課程修了者の就職率の低下や知識等の幅広さ、課題

設定能力、柔軟性については社会ニーズとのミスマッチも指摘されているところである。 

また、中央教育審議会大学分科会大学院部会においては、大学院の今後について、専

攻別の議論が必要であるとの指摘がなされており、量的規模の検討も行われていること

から、これらの検討の素材となるよう本調査は進めた。 

したがって、本調査では、今後の大学院博士課程のあり方を検討するための基礎的な

研究として、博士課程の現状把握と今後の需給予測を大きな柱としている。博士課程の

現状を整理し、問題点を把握するとともに、今後の社会経済の変動を踏まえ、博士の需

要や供給を予測し、今後の施策の方向性を示すものとしたい。 

 

ここでは、需給推計の方法及び結果の概要についてまとめた。なお、本調査は５つの

専攻分野について推計を行っているが、ここでは傾向が異なる人文科学及び工学につい

て結果を記す。 

 

１．推計の方法 

需給推計の方法は次の通りである 

【推計の対象】 

供給：博士課程修了者（満期退学者含む）のうち就職を希望するもの（博士課程修了

者に就職希望率1を乗じた）。 

・ 社会人や留学生も含む。社会人や留学生については、統計上の制約を踏まえ、次の

ように設定した。 

・ 社会人学生については、次のケースを設定し、その間で幅を持たせることとした2。 

 
1 （財）未来工学研究所；平成 20 年度「先導的大学改革推進委託事業」博士課程（後期）の学生、修了者

等の進路に関する意識等についての実態調査報告書 

博士課程修了者に対するアンケート調査の結果であり、日本人一般学生、社会人、留学生別の結果は公表

されていない。 
2
 需要量の推計の基礎統計である学校基本調査の卒業後の進路の就職者には、社会人や留学生も含まれて

いる。したがって、供給量の推計においても、社会人や留学生も含めて計算する必要がある。社会人につ

いては、社会人学生が復職した場合の進路を「就職」に回答している大学と「左記以外」に回答している

大学の双方があることが、本調査の大学のヒアリングにより判明したことから、供給量推計においても、

この学校基本調査における回答のばらつきを勘案した。具体的には、社会人学生については、①社会人学

生の博士課程修了者のうち 100％を供給量（国内就職希望者）として捉えるケースと②社会人学生の博士

課程修了者の 50％を供給量（国内就職希望者）として捉えるケースの２種類を設定し、その間で幅を持た



①社会人学生の博士課程修了者のうち 100％を供給量（国内就職希望者）として捉

えるケース 

②社会人学生の博士課程修了者のうち 50％を供給量（国内就職希望者）として捉

えるケース 

・ 留学生は 25％を供給量（国内就職希望者）とおいた3。 

需要：博士課程修了者の就職先となる全職業（具体的には次の通り）の博士課程新卒採

用数 

①企業の研究員 
②大学教員 
③ポスドク等その他大学教員 

④大学教員以外の教員 
⑤公務員 
⑥その他の職業 

【推計期間】2008 年までの実績値をもとに、2030 年まで１年毎 

【推計対象分野】人文科学、社会科学、工学、理学、農学の５専攻分野 

（学校基本調査 学科系統分類表 大分類「人文科学」「社会科学」「理学」「工学」「農

学」「保健」「商船」「家政」「教育」「芸術」「その他」のうち上記５分野） 

 

                                                                                                                                                
せることとした。 
3 留学生の博士課程修了者についても、日本人一般学生と同じ就職希望率を乗じることは現実的ではない

ため、日本学生支援機構の調査などを参考に 25％を供給量（国内就職希望者）として推計した（独立行政

法人日本学生支援機構「平成 20 年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」における留学生の進

路のうち（進路不明者除く）国内就職者の構成比（博士課程 28.9％）を参考に、同調査の回答者は、比較

的進路を把握しやすく成績がよい留学生であることが想定されることから、進路不明者も勘案し 25％と設

定した。）。 
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２．推計の結果 

（１）供給量推計の結果 

１）推計フロー 

供給量推計フローは、図表６のように将来人口推計の 18 歳人口をベースに進学率

等を乗じて学生数、卒業生数を推計し、博士課程修了者数に就職希望率を乗じ、国

内での就職希望者である供給量を推計した。 

 

２）各シナリオの概要 

供給量推計は、基本シナリオ、シナリオ１、シナリオ２、シナリオ３の４つのシナ

リオで推計を行った。供給量は、日本人一般学生、留学生、社会人の３つの属性か

ら構成されるが、これらの推計の考え方として、総数を求める推計及び属性毎に独

立した推計の２つの方法を設定した。 

前者の総数を求める推計は博士課程進学率により博士課程学生数修了者をまず求

め、その内訳として、留学生及び社会人を推計して、最後に総数から両者を減算し

て日本人一般学生数を求め、就職希望者数を推計するというものである。 

また、後者の属性毎に独立した推計では、属性毎に各々のシナリオにそって推計し、

博士課程修了者数はこれらの合計で計算し、就職希望者数を推計するものである。 

 

図表１ 供給シナリオの概要 

 シナリオの概要 

基本シナリオ 18 歳人口にのみ依存。博士課程進学率により学生数総数を求め、

各パラメーターを 2008 年の値で一定とすることにより、その内

訳として日本人一般学生、留学生、社会人の内訳を算出。 

シナリオ１ 基本シナリオに留学生、社会人の最近の傾向を反映。留学生、社

会人が増加すれば、日本人一般学生は減少する。 

シナリオ２ 日本人一般学生進学率を設定し、同進学率の低下傾向を反映。留

学生、社会人の最近の傾向を反映。 

シナリオ３ 博士課程進学率の低下傾向を反映。留学生を 2030 年に 30 万人ま

で増加させるよう留学生を設定（現状の留学生の専攻分野別、学

歴別学生数の比を反映）。社会人は最近の傾向を反映。 

 

①基本シナリオの設定 

将来推計人口に依存した供給量の推計を行う。18 歳人口の推移に対し、直近値

（2008 年）の進学率等のパラメータを一定におき、18 歳人口の変動による供給量

の変化をみた。 
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図表２ パラメータの設定 

パラメータ シナリオ 
18 歳人口 中位推計値（低位出産低位死亡） 
大学進学率 2008 年値で一定とした。 
学部の留学生 2008 年の留学生数で一定とした。 
修士進学率 2008 年値で一定とした。 
博士進学率 2008 年値で一定とした。 
大学院の留学生 留学生の多い上位 30 大学 4の修士と博士の留学生の比率

（2008 年値）、または全大学の修士と博士の学生数の比率を

専攻分野別に適応させ、留学生の学生を推計した。 
その上で 2008 年の留学生数で一定とした。 

学部卒業後または大

学院修了後の進路 
進学率、就職率等進路別構成比は 2008 年値で一定とした。 

社会人 修士、博士ともに学生数中の社会人率を 2008 年値で一定と

した。 
博士課程修了後の就

職希望率 
(財)未来工学研究所の昨年度調査結果5を用いて、博士課程修

了者の専攻分野別就職希望率を設定し、2030 年まで一定とし

た。 

 

                                                  
4 （独）日本学生支援機構；「外国人留学生在籍状況調査結果」 
5 （財）未来工学研究所；平成 20 年度「先導的大学改革推進委託事業」博士課程（後期）の学生、修了者

等の進路に関する意識等についての実態調査報告書 
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②シナリオ１の設定 

基本シナリオに対し、留学生や社会人の最近の動き（実数の変化）を 2030 年ま

で反映させ、供給量の変化をみた。18 歳人口の推移に対し、進学率は一定として

いるため、修士から進学する博士学生数は基本シナリオと同じになるが、留学生数

や社会人比率に直近の傾向を反映させているため、留学生や社会人が増加している

場合、結果として日本人学生が減少する形となる。留学生は国内就職希望者を 25％

とおいているため、博士課程修了者総数が変わらず、留学生が増加した場合、基本

シナリオと比較して、博士課程修了者のうち国内就職希望者である供給量は減少す

ることになる。 

 

図表３ パラメータの設定 

パラメータ シナリオ 変更※ 
18 歳人口 中位推計値（低位出産低位死亡）  
大学進学率 2008 年値で一定とした。  
学部の留学生 2003 年から 2008 年の年平均実数増加数を反映した。 ○ 
修士進学率 2008 年値で一定とした。  
博士進学率 2008 年値で一定とした。  
大学院の留学生 留学生の多い上位 30 大学6の修士と博士の留学生の

比率（2008 年値）、または全大学の修士と博士の学生

数の比率を専攻分野別に適応させ、留学生の学生を推

計した。 
その上で、2008 年以降は 2003 年から 2008 年の年平

均実数増加数を反映した。 

○ 

学部卒業後または

大学院修了後の進

路 

進学率、就職率等進路別構成比は 2008 年値で一定と

した。 
 

社会人 修士、博士ともに 2007 年から 2008 年の年実数増加

数を反映した。 
○ 

博士課程修了後の

就職希望率 
(財)未来工学研究所の昨年度調査結果を用いて、博士

課程修了者の専攻分野別就職希望率を設定し、2030
年まで一定とした。 

 

※○：基本シナリオからの変更箇所 

 

                                                  
6 （独）日本学生支援機構；「外国人留学生在籍状況調査結果」 
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③シナリオ２の設定 

基本シナリオ及びシナリオ１が博士課程合計の進学率をパラメータとして使用

していたのに対し、シナリオ２では、日本人一般学生の進学率を独自に設定し、留

学生や社会人についても独立して変化させた。また日本人一般学生の進学率の低下

傾向をそのまま延長させ、同進学率が０になる前年までで推計をとめた。なお、シ

ナリオ２では留学生や社会人はシナリオ１と同様に、最近の動き（実数の変化）を

2030 年まで反映させ、供給量の変化をみた。 

このシナリオは、進学率の低下や社会人、留学生の増減に対し、特段の対応や変

化を想定せず、全ての属性が最近のトレンドでそのまま推移した場合を想定したも

のである。 

 

図表４ パラメータの設定 

パラメータ シナリオ 変更※ 
18 歳人口 中位推計値（低位出産低位死亡）  
大学進学率 2008 年値で一定とした。  
学部の留学生 2003 年から 2008 年の年平均実数増加数を反映した。  
日本人一般学生修

士進学率 
日本人一般学生大学進学率を推計した。2008 年値で

一定とした。 
○ 

日本人一般学生博

士進学率 
日本人一般学生大学進学率を推計した。また同進学率

の低下傾向を反映し、進学率０になる前年まで推計し

た。 

○ 

大学院の留学生 留学生の多い上位 30 大学の修士と博士の留学生の比

率（2008 年値）、または全大学の修士と博士の学生数

の比率を専攻分野別に適応させ、留学生の学生を推計

した。 
その上で、2008 年以降は 2003 年から 2008 年の年平

均実数増加数を反映した。 

 

学部卒業後または

大学院修了後の進

路 

進学率、就職率等進路別構成比は 2008 年値で一定と

した。 
 

社会人 修士、博士ともに 2007 年から 2008 年の年実数増加

数を反映した。 
 

博士課程修了後の

就職希望率 
(財)未来工学研究所の昨年度調査結果を用いて、博士

課程修了者の専攻分野別就職希望率を設定し、2030
年まで一定とした。 

 

※○：シナリオ１からの変更箇所 
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④シナリオ３の設定 

シナリオ３は、シナリオ２と同様に、日本人学生、留学生、社会人を独立して変

化させた。シナリオ２と異なるのは、留学生を 2030 年に学生数で 30 万人となる

よう推計した点、及び社会人率を直近の傾向で上昇させている点である。 

具体的には、2030 年時点で学部、修士、博士の留学生学生数が 30 万人になるよ

う、学部、修士、博士の比、専攻分野別の留学生数の比を加味して、2030 年の目

標値を定め、2008 年から直線補間を行って推計した。 

 

図表５ パラメータの設定 

パラメータ シナリオ 変更※ 
18 歳人口 中位推計値（低位出産低位死亡）  
大学進学率 2008 年値で一定とした。  
学部の留学生 2030 年に学部、修士、博士の学生数のうち留学生が

30 万人になるよう、2008 年から直線補間で推計した。

なお、30 万人の専攻分野別の分配は、2008 年の留学

生数の比で行った。 

○ 

修士進学率 2008 年値で一定とした。  
博士進学率 同進学率の低下傾向を反映し、進学率０になる前年ま

で推計した。 
○ 

大学院の留学生 2030 年に学部、修士、博士の学生数のうち留学生が

30 万人になるよう、2008 年から直線補間で推計した。

なお、30 万人の専攻分野別の分配は、2008 年の留学

生数の比で行った。 

○ 

学部卒業後または

大学院修了後の進

路 

進学率、就職率等進路別構成比は 2008 年値で一定と

した。 
 

社会人 修士、博士ともに 2007 年から 2008 年の社会人率の

増加を反映した。 
○ 

博士課程修了後の

就職希望率 
(財)未来工学研究所の昨年度調査結果を用いて、博士

課程修了者の産業別及び職業の希望率を設定し、2030
年まで一定とした。 

 

※○：シナリオ２からの変更箇所 
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図表６ 供給量推計フロー 
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３）推計結果の概要 

人文科学では、現状の進学率等のまま推移すると、18 歳人口の減少に伴い、博士修了

者のうちの就職希望者である供給量は漸減していく（基本シナリオ）。さらに、進学率

の低下傾向をそのまま反映させると、日本人一般学生の進学率の低下傾向は、留学生・

社会人を含む進学率と比較すると著しく、留学生の最近の増加傾向を反映させたとして

も、留学生の国内就職希望者を 25％とおいていることから、その減少分を補うことは

できない結果となった（シナリオ２）。ただし、留学生を 2030 年に 30 万人まで増加さ

せたシナリオ３では、進学率が低下したとしても、基本シナリオ程度までは供給量を補

える結果となった。 

2030 年に留学生を 30 万人としたシナリオ３の方が最近の留学生や社会人の増加傾

向を反映したシナリオ２より供給量が少なくなっている。これは、2030 年に留学生

を 30 万人まで増加させるという想定シナリオよりも、現状の留学生の増加傾向が上

回っていることを示している。すなわち、現状の傾向を反映して留学生が増加した場

合、留学生の高学歴化が進むことになる。 

一方、工学では、現状の進学率等のまま推移すると、18 歳人口の減少に伴い、供給

量は漸減していく（基本シナリオ）。さらに、進学率の低下傾向をそのまま反映させ

ると、留学生や社会人の最近の増加傾向を反映させたとしても、その減少分を補うこ

とはできない結果となった（シナリオ２及びシナリオ３）。 

 

図表７ 各シナリオによる供給量（人文科学） 
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図表８ 各シナリオによる供給量（工学） 
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（２）需要量推計の結果 

博士課程修了者の需要推計については、職種ごとに複数のケースをおいて推計を行い、

これらを組み合わせたシナリオを設定する。シナリオは、需要一定シナリオと最近の傾

向を反映させた基本シナリオ１及び基本シナリオ２を基本とし、需要増加の目標値を設

定し、感度分析として推計したものをシナリオ１及びシナリオ２と設定した。 

職種毎の推計方法及びケースの設定は次の通りである。 

 

１）企業の研究員の推計方法 

企業の研究員については、博士課程修了者のうち 2008 年の企業の研究員採用数を

もとに、2030 年までの値をいくつかのケースで推計した。 

まず、学校基本調査の「産業別就職者数」及び「職業別就職者数」のデータを用い、

産業連関表拡張と同じ手法で産業×職業マトリックスを作成し、2008 年の企業の研

究者採用数を推計した。企業の研究員に該当する産業・職業は、図表９の濃紺部分で

ある。 

 

図表９ 産業×職業マトリックスの職種対応 
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次に、企業の研究者ストックのうち、博士置き換え率を設定し、今後の新規採用数

（博士卒）を推計する。なお、博士置き換え率の設定に際しては、新卒採用者数、う
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ち博士卒の採用数、研究者ストック数のデータが専攻分野別に必要となるが、これら

のデータが整備された統計がないため、学校基本調査、科学技術研究調査の既存のデ

ータから推計により設定した。この方法により、過去 5 年分の博士置き換え率を推計

しこの傾向を用いたケースを設定した（基本ケース１、２）。この他、採用数の実数

や企業就職率を２倍とする目標を設定したものなどをケースとしておいた。 

 

図表 10 企業の研究員需要ケースの概要 

 ケースの概要 

実数一定 2008 年の産業×職業マトリクス値を 2030 年まで一定とする 

基本ケース１ 2008 年の産業×職業マトリクス値をスタート値とする。2030 年

までの傾向（実数増減）を維持する。 

基本ケース２ 2008 年の産業×職業マトリクスをスタート値とする。2030 年ま

での傾向（年平均増加率）を維持する。 

ケース１ 博士卒採用数を 2030 年に 2 倍とする。その間は直線補完で増加

する。 

ケース２ 博士課程修了者数（供給量推計基本シナリオ）に対する企業就職

率について 2030 年まで現状値で一定とする。（なお、この推計値

は最終的な需要シナリオとしてまとめる際には使用しない） 

ケース３ 博士課程修了者数（供給量推計基本シナリオ）に対する企業就職

率について 2030 年には現状の 2 倍とする。その間は直線補完と

する。 

 

２）大学教員の推計方法 

文部科学省教員統計調査による年齢別専門分野別本務教員数をもとに、定年による

退職者を推計し、そのうちの博士課程修了者への置き換え需要を計算した。なお、65

歳定年を基本とし、70 歳定年も感度分析として計算した。 

また、博士卒置き換え比率は、同調査から設定した新卒採用率（新卒採用者数÷全

採用者数）、又は新卒採用の拡大ケースとして、同じく 30 歳未満採用率（30 歳未満

採用者数÷全採用者数）で設定した。 

各ケースにおけるパラメータは次の通りである。 

 

図表 11 各ケースの概要 

 ケースの概要 

基本ケース１ 65 歳定年・新卒採用率 

基本ケース２ 65 歳定年・30 歳未満採用率 

ケース１ 70 歳定年・新卒採用率 

ケース２ 70 歳定年・30 歳未満採用率 
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３）公務（国家）・（地方）の推計方法 

学校基本調査の卒業後の進路のうち、学部、修士、博士卒の公務への就職者数合計

を 2008 年以降一定とし、そのうちの博士卒の採用数の増加を想定した。 

最近の傾向を反映するものとして、基本ケース１、２を設定し、2030 年の需要増加

目標をおいたケース１、２を設定した 

 

図表 12 各ケースの概要 

 ケースの概要 

基本ケース１ 現状採用数一定 

基本ケース２ 過去（1998-2008 年）の増加傾向反映（増加数一定） 

ケース１ 2030 年の採用数を現状の２倍 

ケース２ 2030 年の博士比率５％（全専攻分野平均） 

 

なお、ケース２の博士比率の設定は、現在の専攻分野別の博士比率を加味して、全

専攻分野平均で 2030 年の公務就職のうち博士比率が５％になるよう各専攻分野の目

標を設定した。 

 

４）その他職種の推計方法 

・ポスドク等その他大学教員 

産業×職業マトリクスの 2008 年の大学教員数から、２）で推計した大学教員数

を減じたもの。大学教員数のケースに応じ、2008 年値で一定。 

・大学教員以外の教員 

産業×職業マトリクスの教育学習支援業（産業）×専門的・技術的職業従事者（職

業）の需要量から、大学教員数を減じたもので、2008 年値で一定。小学校・中学校・

高等学校の教員等が該当する。 

・その他の職業 

産業×職業マトリックスの専門的・技術的職業従事者以外の職業から、公務採用

数を減じたもので、2008 年値で一定。 

 

５）需要推計の結果 

各職業別にケースを設定して需要を推計したが、ここでは需要シナリオに応じ、各

職業のケースを組み合わせ、総需要量をみた。各シナリオにおける職業のケースの組

み合わせは次の通りである。 

ここでは基本シナリオ１の組み合わせにより職種別の内訳の特性をみて、その他の

シナリオについては、需要量全体の傾向を整理した。 
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図表 13 需要シナリオの概要 

  職業別ケースの内容  

 企業の研究員 大学教員 公務 

需 要 一

定 

2008 年一定 2008 年一定 2008 年一定 

基 本 シ

ナ リ オ

１ 

＜基本ケース１＞ 

2030 年までの傾向（年

平均増加数）を維持。

＜基本ケース１＞ 

65 歳定年・新卒採用率

＜基本ケース１＞ 

現状採用数一定 

基 本 シ

ナ リ オ

２ 

＜基本ケース２＞ 

2030 年までの傾向（年

平均増加率）を維持。

＜基本ケース２＞ 

65 歳定年・30 歳未満採

用率 

＜基本ケース２＞ 

過去（1998-2008 年）の

増加傾向反映（増加数一

定） 

シ ナ リ

オ１ 

＜ケース１＞ 

博士卒採用数を 2030

年には 2倍とする。 

＜ケース１＞ 

70 歳定年・新卒採用率

＜ケース１＞ 

2030 年の博士卒採用数

を現状の２倍 

シ ナ リ

オ２ 

＜ケース３＞ 

博士課程修了者数に対

する企業就職率を 2030

年には現状の 2 倍とす

る。 

＜ケース２＞ 

70 歳定年・30 歳未満採

用率 

＜ケース２＞ 

2030 年の博士比率５％

（全専攻分野平均） 

 

 

人文科学については、教員の採用が多く、ここのシナリオの影響が大きい。小中学校

等の「大学教員以外の教員」も就職者の１／４程度を占めている。 

最近の傾向を反映した基本シナリオをみると、企業の研究員は微減傾向にあり、公務

もほとんど増加していないため（図表 14 参照）、需要一定シナリオと比較しても、これ

らの職業での大幅な需要の増加は見込めず、大学教員の採用を増加させた基本シナリオ

２において、総需要の増加がみられる（図表 15 参照）。 

需要が最大となるのは、シナリオ２の組み合わせであり、大学教員の採用率を新卒採

用率の２倍となる 30 歳未満採用率を用いていること、企業の就職率を２倍としている

こと、公務が博士比率を目標とし増加していることによる。企業の研究員や公務も一定

の受け皿になることが分かる（図表 15、本編第４章図表 4-5-5 参照）。 

これまでの傾向のまま推移させるだけでは、大幅な需要増加は見込めず、需要増加に

向けた対策が必要である（図表 15 参照）。 
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図表 14 需要まとめ 基本シナリオ１（人文科学） 

（企業：増加数一定／大学教員：65 歳定年・新卒採用率／公務：現状値一定） 
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図表 15 需要まとめ（人文科学） 各シナリオの比較 
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工学については、企業の研究員の採用が多く、企業の研究員のシナリオの設定によっ

て、需要量が大きく異なる。 

最近の傾向を反映した基本シナリオ１をみると、企業の研究員は実数で増加傾向にあ

ることから、需要一定シナリオと比較しても、約 500 人、２割程度需要が増加する（図

表 16、図表 17 参照）。 

また、総需要をみると、傾向を顕著に反映させた基本シナリオ２では、企業の研究員

の伸び率が大きいことから倍増となっており、加えて大学教員の採用を増加させている

ことから、総需要が大きく伸びている。 

総需要最大のシナリオは企業の研究員を現状の２倍と目標をおいたシナリオ１で基

本シナリオ２とほぼ同じ結果である。 

これまでの傾向のまま需要が増加した場合、傾向を堅めに反映させた基本シナリオ１

でも、現状の需要より約 500 人増加、伸び率等を反映させた基本シナリオ２では現状の

1.7 倍の需要となる（図表 17 参照）。 

 

図表 16 需要まとめ 基本シナリオ１（工学） 

（企業：増加数一定／大学教員：65 歳定年・新卒採用率／公務：現状値一定） 
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図表 17 需要まとめ（工学） 各シナリオの比較 
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（３）需給ギャップの結果 

供給、需要それぞれに様々なシナリオを設定して推計を進めてきたが、ここでは、「供

給量－需要量」を需給ギャップとしてとらえ、「供給量－需要量」＞０の場合は供給量

過多・需要不足、つまり博士課程修了者が余る、「供給量－需要量」＜０の場合は需要

過多・供給不足、つまり博士課程修了者が不足するとする。 

 

人文科学については、需給ギャップが最大となるのは、供給量が最大、需要量が最小

の組み合わせである。具体的には、供給量が 18 歳人口にのみ依存する基本シナリオ、

需要量が 2008 年一定シナリオである（図表 19 参照）。供給量が人口減少に伴い減少す

るのにつれて、需給ギャップは、緩やかに減少していくが、需給ギャップは解消されな

い。供給量が基本シナリオの場合、需要量が最大となるシナリオの組み合わせでも解消

されない（本編第５章図表 5-2-1）。 

また、需給ギャップが最小となるケースは、供給量が最小で需要量が最大の組み合わ

せである。具体的には、供給量は日本人一般学生の進学率の低下を反映する一方で、留

学生を最近の傾向で増加させたシナリオ２と需要量が企業就職比率を現状の２倍とし、

公務員の博士比率を５％と目標設定したシナリオ２の組み合わせとなる。この場合、

2016 年（社会人 100％含む場合）に需要過多・供給不足に転じる（図表 19 参照）。 

 

図表 18 需給ギャップ最大、最小のシナリオ（人文科学） 
 供給シナリオ 需要シナリオ 
最大 基本シナリオ 

・ 18 歳人口にのみ依存 
需要一定 
 

最小 シナリオ２ 
・ 日本人一般学生進学率低下傾

向反映 
・ 留学生・社会人直近の傾向反映 

シナリオ２ 
・ 企業の採用率現状２倍 
・ 大学教員 70 歳定年・30 歳未満

採用率 
・ 公務全体目標５％ 

 - 18 -



図表 19 需給ギャップ（最大、最小）（人文科学） 
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工学についても、供給量が 18 歳人口にのみ依存する基本シナリオ、需要量が 2008

年一定の場合の組み合わせが需給ギャップ（供給過多）が最大となるシナリオである（図

表 17 参照）。この需給ギャップ最大のシナリオであっても、2015 年には需給が均衡し、

以後、需要過多・供給不足となる。 

また、需給ギャップが最小となるケース（供給不足が最大となるケース）は、供給量

が進学率の低下を反映し、留学生を 30 万人に増加させたシナリオ３と需要量が企業の

研究員を現状の２倍と設定したシナリオ１の組み合わせである。この場合 2010 年以降

供給不足に転じ、2023 年では約 2,200～2,700 人の博士不足が見込まれる。 

 

図表 20 需給ギャップ最大、最小のシナリオ（工学） 

 供給シナリオ 需要シナリオ 
最大 基本シナリオ 

・ 18 歳人口にのみ依存 
需要一定 
 

最小 シナリオ３ 
・ 博士課程進学率低下傾向反映 
・ 留学生 30 万人  
・ 社会人直近の傾向反映 

シナリオ１ 
・ 企業の採用現状数２倍 
・ 大学教員 70 歳定年・新卒採用

率 
・ 公務現状数２倍 
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図表 21 需給ギャップ（最大、最小）（工学） 
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３．まとめ 

いずれの専攻分野においても、需要量が現状と同じであったとしても、18 歳人口の減

少により、供給量が減ることから、需給ギャップは縮小に向かう。また、博士進学率も低

下してきていることから、供給量はさらに減少することも想定される。一方、需要側をみ

ると、特に企業や公務における博士課程修了者の比率は低く、これを高めていくことによ

り、一定の受け皿を確保することができる。 

分野毎にみると、人文科学分野は需給ギャップは縮小する傾向ではあるが、供給量が基

本シナリオではどのような需要シナリオの組み合わせでも供給過多となり、博士の受け皿

が不足する。需給ギャップの絶対的なボリュームは小さいが、社会科学や農学についても

同様の傾向である。人文科学や社会科学については、教員が大きな受け皿となっているこ

とから、若手教員を増加させる方策を講じるとともに、特に企業分野における需要拡大の

余地があるため、産業界に対する積極的な働きかけを行うとともに、学生が改善すべき点

を明確に提示していく必要があろう。また、農学分野は企業の研究員の需要拡大がギャッ

プの解消に効果があることから、同様に産業界への積極的な働きかけが必要であろう。 

一方、工学分野、理学分野は、需要過多となり、博士課程修了者が不足するシナリオも

多い。これらの分野における需給ギャップ（供給過多）の問題は、これからの問題ではな

く、これまでポスドク等として雇用が確保されていない修了者に対する支援が求められて

いるという問題である。むしろ、今後は産業界等で求められる人材の供給が不足するとい

う逆の需給ギャップが発生することも想定されるため、進学率維持や留学生、社会人が学

びやすい環境を作るなど、供給量を維持する対応を検討する必要がある。 

本調査を通じ、専攻分野により、需給ギャップの見通しや需給ギャップ解消に効果的な

対策の方向性が異なることが明らかとなった。供給側、需要側それぞれの状況の変化にあ

わせ、博士課程にふさわしい教育内容・研究内容にしていく必要があろう。こうした変化

への対応を通じて、博士が社会から求められる資質も身につけられるようになろう。 

今後は、本調査で実施した需給推計の様々なシナリオ及びその結果を参考に、我が国の

博士課程が目指すべき方向性を検討するとともに、学生、大学、企業等に対し、適切な働

きかけや支援が必要になってこよう。 
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はじめに                            

 

各大学の大学院（博士課程）においては、「研究者養成以外の人材養成を博士課程の目

的とすることができる」とした平成元年の中央教育審議会の答申「大学院制度の弾力化に

ついて」以降、平成３年「大学院の量的整備について」、科学技術基本計画（第１期～第

３期）等の政府の施策が相次ぐ中で、時代の要請に応じて、量的・質的整備を進めてきた。

また、国公立大学の独立行政法人化など、大学の自主性・自律性向上が求められる中で、

各大学においては、博士課程の運営についても、独自に定員枠や教育・研究カリキュラム

の設定などを行ってきている。 

一方で、近年では「ポスドク問題」など博士課程修了者の就職率の低下が問題になって

おり、知識等の幅広さ、課題設定能力、柔軟性については社会ニーズとのミスマッチも指

摘されているところである。 

中央教育審議会答申「新時代の大学院教育」においても、大学院に求められる人材養成

機能として、創造性豊かな研究者等の養成、高度専門職業人の養成等を掲げ、大学院の目

的・役割として、博士課程については、「研究者として自立して研究活動を行うに足る、

又は高度の専門性が求められる社会の多様なる方面で活躍しうる高度の研究能力とその

基礎となる学識を養う。」ことを求めている。 

 

こうした中、大学院（博士課程）の今後のあり方を検討するうえで、博士課程における

現状と課題を整理するとともに、博士の需給の現状及び今後の状況についての基礎的なデ

ータを整理することが求められている。 

そこで、本調査においては、2030 年までの今後約 20 年の我が国の博士課程修了者の需

給の推移を見通し、博士課程の今後のあり方の方向性を検討するための基礎資料を作成す

ることとなった。 

本調査においては、平成 20 年度及び平成 21 年度の約二カ年をかけて、以下の５つの調

査を行った。 

①統計分析 

 ＜目的＞ ・現状把握 

・需給推計の基礎データ整理 

②博士課程学生等へのアンケート調査 

 ＜目的＞ ・現状把握 

・今後の方向性検討の参考資料 

③企業へのヒアリング調査 

 ＜目的＞ ・現状把握 

・今後の方向性検討の参考資料 



④大学へのヒアリング調査 

 ＜目的＞ ・現状把握 

・需給推計にかかるデータの取扱方法の材料 

・今後の方向性検討の参考資料 

⑤需給推計 

 ＜目的＞ ・量的規模の基礎データ整理 

      ・今後の方向性検討の参考資料 

 

 

本調査の実施にあたっては、２年間にわたり有識者会議（次頁参照）を設置し、調査の

内容、推計の方法、推計結果に対する分析等について、専門的な視点からご意見・ご指導

をいただいた。本調査報告書はこれらのご助言を参考に、文部科学省高等教育局大学振興

課の委託により、弊社がとりまとめたものである。ここにあらためて有識者会議の座長及

び各委員に謝意を表したい。 

 

株式会社 日本経済研究所 
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先導的大学改革推進委託事業 有識者会議 委員名簿 

委員等 氏名 職名 

委 員 小林 信一 
筑波大学  

ビジネス科学研究科 教授 

委 員 塚原 修一 
国立教育政策研究所  

高等教育研究部 部長 

座 長 樋口 美雄 
慶應義塾大学  

商学部 教授 

委 員 柳沼 寿 
法政大学  

経営学部 教授 
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第１章 調査の概要                      

 

１．調査の目的 

国公立大学の独立行政法人化など、大学の自主性・自律性向上が求められる中で、各大

学においては、大学院（博士課程）の運営についても、独自に定員枠や教育・研究カリキ

ュラムの設定などを行ってきている。また、博士課程においては、「研究者として自立し

て研究活動を行うに足る、又は高度の専門性が求められる社会の多様なる方面で活躍しう

る高度の研究能力とその基礎となる学識を養う。」と、高度な人材養成機能が求められて

いる。一方で、近年では博士課程修了者の就職率の低下や知識等の幅広さ、課題設定能力、

柔軟性については社会ニーズとのミスマッチも指摘されているところである。 

また、中央教育審議会大学分科会大学院部会においては、大学院の今後について、専攻

別の議論が必要であるとの指摘がなされており、量的規模の検討も行われていることから、

これらの検討の素材となるよう本調査は進めた。 

したがって、本調査では、今後の大学院博士課程のあり方を検討するための基礎的な研

究として、博士課程の現状把握と今後の需給予測を大きな柱としている。博士課程の現状

を整理し、問題点を把握するとともに、今後の社会経済の変動を踏まえ、博士の需要や供

給を予測し、今後の施策の方向性を示すものとしたい。 

 

２．調査の視点 

視点１：大学の視点～高度かつ専門的な人材養成機関としての視点～ 

少子化の中で、全入時代と言われるように大学生の定員割れを起こす大学がでてきてい

るが、大学院（博士課程）においても、定員に余剰がでる大学や研究科も出てきている。

一方で、博士課程修了者の主な進路としては、大学での研究者や企業等の研究開発部門で

の研究者が考えられるが、就職ができずに大学に残り研究を続ける、いわゆるオーバード

クターの存在や、企業に就職した場合にも課題設定能力や柔軟性などの点において、企

業・社会のニーズに応えられていないという指摘もある。本調査では、こうした大学院博

士課程を取り巻く環境を踏まえ、高度かつ専門的な人材養成機関としての視点（供給サイ

ドの視点）から、現状把握と今後のあり方を検討する。 

 

視点２：学生の視点～知識習得、自己実現を図る立場としての視点～ 

高度な専門的知識の習得と自己実現を目指し大学院博士課程の修了者は、社会ニーズと

のミスマッチもあり、豊かな学識に裏打ちされた知見や優れた研究・開発能力を活用でき

る場が、十分に提供されているとは言えない。こうした状況について、学生等へのアンケ



 

ートを実施するなど学生の視点に立った具体的な現状・課題などの把握を行い、今後のあ

り方の参考とする。 

 

視点３：産業界の視点～人材を活用する受け皿としての視点～ 

今後の我が国経済の持続的発展に向けて、国際社会でリーダーシップを担い、国際競争

に耐えうる人材について、専門性に加えどのような能力を必要とし、どの程度の需要が見

込まれるのか、大学院博士課程の人材の受け皿となる産業界の視点（需要サイドの視点）

から、大学院博士課程修了者の活用動向の把握、企業が必要とする人材等を踏まえた需要

を検討し、今後のあり方の参考とする。 

 

視点４：国の視点～各大学の大学院教育改革を支援する立場としての視点～ 

大学院教育改革が進む中、各大学院が自身の抱える課題に向き合い、今後のあり方の検

討に対し積極的に取組めるよう国として支援が必要である。そのため、博士課程の需給の

現状を把握するとともに今後の推計を行うことで、これから必要となる施策を検討する際

の一助とする。 

 

 

３．調査の内容 

（１）昨年度の調査内容 

まず、現状分析においては、巷間いわれている様々な指摘が事実であるか、既存の統

計を整理するとともに、修士課程や博士課程の学生及び卒業生自身の大学院博士課程に

対する考えや、社会・大学に対する要望等をアンケートを通じて、生の声を集めると共

に、彼らを受け入れる社会の側の評価や意向を企業ヒアリングにより把握した。 

一方、需給予測については、毎年の博士課程修了者数を高度な知識や技術を有した人

材の社会に対する供給として位置づけ、また、博士課程修了者の需要としては、学生の

進路として希望が多い研究者（企業及び独立行政法人研究機関）、大学教員を想定して、

博士課程修了の研究者、大学教員数を推計し、この需要と供給の差を需給ギャップとし

て予測した。 

予測に当っては、人口推計や GDP 予測といった国による長期予測をベースに、各種

パラメーターを現状や過去の推移から設定し、想定されうるシナリオにより予測を行い、

最大値、最小値を算出した。 

二カ年の調査の最終とりまとめである本報告書においては、アンケートやヒアリング

等については、第６章において、博士課程の課題を整理する際の参考資料とし、具体的

な内容は巻末に資料として掲載した。 
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また、需給推計については、平成 20 年度調査の手法の課題を解決する形で平成 21 年

度調査の推計方法を設定したため、推計の方法及び結果については、平成 21 年度調査

で実施したものをとりまとめた。 

 

（２）今年度の調査内容 

今年度調査においては、専攻別の議論の材料となるよう専攻別に需給予測を行った。 

まず、学部、修士、博士各課程における学生の特徴や進路の特徴などについて、統計

により、専攻別の現状を分析した。次に、需給推計においては、専攻分野別の推計を行

った。供給については、推計対象の定義を見直し、昨年度想定した推計フローをもとに、

日本人一般学生、留学生、社会人学生といった博士課程学生の属性別の動向をより反映

させた推計とするため、各種パラメータを一部変更したり、シナリオを新たに設定する

など、修正を加えた。また、需要については、博士課程のキャリアパスの多様化が進め

られている中で、企業等の研究者と大学教員のみを需要としてみることが妥当なのか、

例えば公務員や技術者としてのキャリアも想定していくべきではないかという有識者

会議でのご意見等も参考に、企業等の研究員、大学教員だけでなく、公務員やその他の

職業も含め、就職先全体を需要として推計の対象とすることとした。 

また、専攻別の需給予測を踏まえ、専攻別の特徴について比較検討を行うが、大学や

企業に対しヒアリング調査を行うことにより、定量的に算出される博士課程修了者の需

給ギャップの要因、博士課程を取り巻く課題の整理、今後の方向性を整理する。 
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４．調査の方法 

ここでは、平成 21 年度調査において実施した需給予測の推計方法の概要について整理

する。 

  

（１）推計の対象 

専攻分野別の特徴を把握するために、人文科学、社会科学、理学、工学、農学の５分

野別に供給量及び需要量、需給ギャップの推計を行った。 

（学校基本調査 学科系統分類表 大分類「人文科学」「社会科学」「理学」「工学」

「農学」「保健」「商船」「家政」「教育」「芸術」「その他」のうち上記５分野） 

 

１）供給 

博士課程修了者（満期退学者を含む。以下、同）のうち就職を希望するもの。 

 

２）需要 

博士課程修了者の就職先となる全ての職業の博士課程新卒採用数。具体的には次の

通り。 

＜推計対象の職業＞ 

①企業の研究員 

②大学教員 

③ポスドク等その他大学教員 

④大学教員以外の教員 

⑤公務員 

⑥その他の職業 

 

３）需給ギャップ 

各年の供給量から需要量を差し引いたものを需給ギャップとする。 

 

（２）推計の単位 

・期間は 2008 年から 2030 年までで１年毎に推計を行う。 

（３）推計の特徴と推計フロー 

１）供給 

図表 1-4-1 の供給量推計フローのように、専攻別に将来人口推計の 18 歳人口をベー
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スに進学率等を乗じて学生数、卒業生数を推計し、博士課程修了者数に就職希望率7

を乗じて、供給量を推計した。 

                                                 

 

２）需要 

需要量は図表 1-4-2 のように、学校基本調査における卒業後の進路のうち、就職者

の産業・職業を「産業×職業マトリックス」により設定し、それぞれの職業毎にシナ

リオを設定して推計を行った（産業×職業マトリックスの作成方法については、第 4

章参照）。 

 

なお、需要量の推計の基礎統計である学校基本調査の卒業後の進路の就職者には、

社会人や留学生も含まれている。したがって、供給量の推計においても、社会人や留

学生も含めて計算する必要がある。社会人については、社会人学生が復職した場合の

進路を「就職」に回答している大学と「左記以外」に回答している大学の双方がある

ことが、本調査の大学のヒアリングにより判明したことから、供給量推計においても、

この学校基本調査における回答のばらつきを勘案した。具体的には、社会人学生につ

いては、①社会人学生の博士課程修了者のうち 100％を供給量（国内就職希望者）と

して捉えるケースと②社会人学生の博士課程修了者の 50％を供給量（国内就職希望

者）として捉えるケースの２種類を設定し、その間で幅を持たせることとした。また、

留学生の博士課程修了者についても、日本人一般学生と同じ就職希望率を乗じること

は現実的ではないため、日本学生支援機構の調査などを参考に825％を供給量（国内

就職希望者）として推計した。（図表 1-4-3 参照） 

 
7 （財）未来工学研究所；平成 20 年度「先導的大学改革推進委託事業」博士課程（後期）の学生、修了者

等の進路に関する意識等についての実態調査報告書 

博士課程修了者に対するアンケート調査の結果であり、日本人一般学生、社会人、留学生別の結果は公表

されていない。 
8
 独立行政法人日本学生支援機構「平成 20 年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」におけ

る留学生の進路のうち（進路不明者除く）国内就職者の構成比（博士課程 28.9％）を参考に、同調査の回

答者は、比較的進路を把握しやすく成績がよい留学生であることが想定されることから、進路不明者の存

在も勘案し 25％と設定した。 
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図表 1-4-1 供給量推計フロー 

 



 

図表 1-4-2 供給側データから需要量を推計 
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図表 1-4-3 需給ギャップの考え方 
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① 社会人学生
「就職」と回答した者は供給量に含める。
「左記以外」と回答した者は供給量から外す。
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「就職」と回答した者は供給量に含める。
「左記以外」と回答した者は供給量から外す。
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2
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① 進学者① 進学者

博士課程修了後の進路1）
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＊ 留学生と社会人は独立と仮定する 
＊ 就職率＝就職者/博士課程修了者 
＊ 供給量＝【基本】博士課程修了者×就職希望調査結果 うち社会人学生、留学生についてはシナリオに沿う 
＊ 需要量＝博士課程修了後の進路のうち就職者 
1）文部科学省：学校基本調査 
2）(財)未来工学研究所：博士課程（後期）の学生、修了生等の進路に関する意識等についての実態調査（平成20年度） 

 



第２章 現状分析                        

１．人文科学 

（１）学生数の推移 

大学、大学院修士課程（以下「修士課程」と言う）、大学院博士課程（以下「博士課

程」と言う）の学生数の推移は以下の図表 2-1-1～3 のとおりである。 

平成 20 年の学生数は大学が 393,976 人、修士課程が 12,828 人、博士課程が 7,508

人である。 

学生数のピークは、大学では平成 13 年、修士課程では平成 17 年、博士課程では平

成 18 年となっており、大学の学生数の傾向が各課程修業までのタイムラグを伴って

修士課程や博士課程に反映されている。 

国公立大学に在籍する学生の占める比率は大学では２割、修士課程では４割、博士

課程では 5 割となっており、教育過程が進むにつれて、国公立大学の占める割合が高

まっている。 

 

図表 2-1-1 学生数の推移（大学）【人文科学】 

0

50000

100000

150000

200000

250000

300000

350000

400000

450000

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1
0

H
1
1

H
1
2

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

（人）
国・公立大 私立大

412,368人 393,976人

 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学の学生数は平成元年に約 30 万人であり、平成 10 年には約 40 万人に増加、平成

13 年の 412,368 人をピークに、それ以降は緩やかに減少している。設置者別には国公

立大学に在籍する学生が全体の２割を占めている。 
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図表 2-1-2 学生数の推移（修士課程）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程の学生数は、平成３年にから徐々に増加し、平成 17 年の 13,452 人をピー

クに減少傾向となっている。設置者別には、平成 20 年時点で国公立大学に在籍する

学生が全体の約 35％を占めている。 

 

図表 2-1-3 学生数の推移（博士課程）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程の学生数は、平成元年から平成 13 年にかけて約 3,500 人から 7,500 人へ

と２倍に増加、平成 18 年の 7,697 人をピークにその後は減少している。設置者別に

は、平成 20 年時点で国公立大学に在籍する学生が全体の 55％を占めている。 
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（２）進学率 

大学、修士課程、博士課程のそれぞれへの進学率は以下の図表 2-1-4～6 のとおりで

ある。平成元年から平成 20 年までの 20 年間に、大学と修士課程への進学率はほぼ一

貫して上昇しているが、博士課程進学率は低下傾向にあり、平成 13 年に 30％を割り、

平成 20 年には 21％となっている。 

 

図表 2-1-4 大学進学率【人文科学】 

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

進学率 3.9% 3.8% 3.9% 4.2% 4.5% 4.8% 5.1% 5.5% 5.8% 6.1% 6.4% 6.4% 6.5% 6.5% 6.6% 6.6% 6.8% 6.9% 7.1% 7.3%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学進学率は、平成元年から平成 11 年にかけて急速に上昇、平成 11 年以降も緩や

かに上昇を続け 20 年間で 3.9％から 7.3％へと約 1.9 倍に上昇している。 

 

図表 2-1-5 修士課程進学率【人文科学】 
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進 学 率 3.4% 3.5% 3.2% 3.3% 3.7% 4.4% 4.5% 4.4% 4.2% 4.1% 4.5% 4.9% 4.9% 4.9% 5.2% 5.4% 5.6% 5.6% 5.5% 5.4%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

 修士課程への進学率もこの 20 年間に上昇傾向を示しているが、大学進学率より

も緩やかな傾向にある。 

 

 
 

11 



図表 2-1-6 博士課程進学率【人文科学】 
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進学率 32.8% 35.6% 35.1% 35.9% 35.0% 34.3% 34.0% 31.5% 30.9% 30.5% 30.6% 32.1% 27.5% 26.0% 26.9% 25.3% 24.6% 23.9% 21.0% 20.6%

H　1 H　2 H　3 H　4 H　5 H　6 H　7 H　8 H　9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程進学率は平成元年から平成 12 年までは 30％台で推移していたが、平成 13

年に 27.5％に低下し、それ以降平成 20 年まで低下傾向を示している。平成 20 年は

20.6％となっており、最も進学率の高かった平成 4 年と比較すると、15％低下してい

る。 

 

（３）留学生数及び留学生比率 

大学及び修士課程と博士課程を合わせた大学院における外国人留学生数及びその推

移は以下の図表 2-1-7～10 のとおりである。平成 20 年時点で大学が 8,536 人、大学

院が 3,472 人であり、大学、大学院共にこの 20 年間で留学生数は大幅に増加、特に

大学において急激に増加しており、平成元年時点の約７倍にまで増えている。 

大学と大学院を比較すると、外国人留学生数が最も多いときで、大学において約１

万人、大学院において約 3,500 人であり、大学に在籍する留学生は大学院の約３倍と

なっている。 

設置者別には、国公立大学に在籍する留学生数は大学では約１割だが、大学院では

約６割を占め、私立大学と逆転する。 

外国人留学生の大学、大学院における学生全体に対する割合は、20 年間に若干の増

加傾向を示しているが、大学では３％以下であり、大学院でも 15％以下となっている。 
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図表 2-1-7 留学生数（大学）【人文科学】 
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私大 962 1161 1518 1944 2200 2561 2747 2879 3026 2988 3202 3600 5434 6518 8319 9257 9100 9286 8509 7805

国・公立 214 246 302 336 382 393 477 550 506 489 488 525 629 698 779 770 821 774 770 731

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における留学生数は平成元年から平成 12 年までは緩やかに上昇、平成 13 年か

ら平成 18 年にかけて急増し平成 19 年以降は減少傾向に転じている。設置者別には私

立大学に在籍する学生数が約 9 割を占めている。 

 

図表 2-1-8 留学生数（大学院：修士課程及び博士課程）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における留学生数は、平成 17 年までほぼ一貫して増加しており、平成 18 年

以降は横ばいの傾向にある。設置者別には私立大学に在籍する学生数が約４割を占め

ている。 
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図表 2-1-9 留学生比率（大学）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学の学生数全体に占める留学生の割合は、平成元年から平成 16 年まで上昇し、

平成 17 以降は横ばいの傾向にある。20 年間で 0.4％から 2.2％と約５倍の伸びとなっ

ており、大学の学生数全体の伸び以上に留学生数が増加していることがわかる。 

 

図表 2-1-10 留学生比率（大学院：修士課程及び博士課程）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における外国人留学生数は図表 2-1-8 で見たように、ほぼ一貫して上昇して

いたが、大学院全体の学生数の増加と減少の影響を受けて、全体に占める比率は上昇

と低下を繰り返しており、一定していない。平成元年から平成 5 年まで上昇した後、

平成 8 年までは低下に転じ、平成 12 年ころから再び上昇し、平成 20 年には 14％と

なっている。 
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（４）社会人比率 

 修士課程及び博士課程における社会人比率は以下の図表 2-1-11～12 のとおりで

ある。社会人の割合は修士課程、博士課程共に私立大学のほうが国公立大学よりも高

くなっている。また、修士課程では社会人学生の比率はほぼ横ばいになっているが、

博士課程では緩やかな上昇傾向を示している。 

 

図表 2-1-11 社会人比率（修士課程）【人文科学】 

0.0%

10.0%
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国・公立 10.3% 12.2% 14.1% 14.6% 12.5% 12.0% 13.5% 11.7% 13.0%

私立 13.3% 15.1% 16.8% 17.1% 17.9% 16.9% 16.8% 17.7% 16.7%

合計 12.1% 14.0% 15.7% 16.1% 15.8% 15.1% 15.7% 15.6% 15.4%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程における社会人学生の比率は、平成 12 年から平成 15 年まで上昇し、平成

15 年以降は約 15％の水準でほぼ横ばいで推移している。 

 

図表 2-1-12 社会人比率（博士課程）【人文科学】 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

国・公立 5.8% 8.2% 11.8% 12.1% 11.3% 13.6% 13.9% 14.7% 15.0%

私立 11.4% 15.7% 17.9% 17.7% 18.9% 19.0% 21.1% 22.6% 22.6%

合計 8.5% 11.8% 14.7% 14.7% 14.8% 16.1% 17.2% 18.2% 18.4%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程における社会人学生の比率は、平成 12 年（8.5％）から 14 年（14.7％）に

かけて 1.5 倍～２倍に上昇し、その後もゆるやかな上昇傾向を続け、平成 20 年には

18％と平成元年時点の２倍になっている。 

 
 

15 



（５）卒業者数及び平均修業年数 

大学、修士課程、博士課程をそれぞれ卒業・修了した者の数と、卒業・修了までに

要した年数の平均値（以下「平均修業年数」という）は以下の図表 2-1-13～15 のと

おりである。平均修業年数は、大学では 20 年の間に若干の短縮と延長があったもの

の、目立った変化はなかった。修士課程では短くなる傾向にある一方で、博士課程で

は逆に長期化する傾向にある。 

 

図表 2-1-13 平均修業年数（大学）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における卒業者数は平成元年から平成 14 年までに 1.7 倍に増加した後、緩やか

な減少傾向を示している。 

平均修業年数は、平成元年の 4.15年から平成 8年にかけて 4.14年と短くなった後、

平成 16 年にかけて 4.17 年まで上昇し、それ以降は平成 20 年までほぼ横ばいとなっ

ている。 
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図表 2-1-14 平均修業年数（修士課程）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程修了者数は平成元年から平成 19 年まで一貫して増加傾向にあるが、平成

20 年は減少している。一方、平均修業年数は短かくなってきており、平成元年には

2.51 年だったのが平成 20 年には 2.31 年になっている。平成４年の修了者の平均修業

年数だけは 2.59 年と突出して高くなっている。 

 

図表 2-1-15 平均修業年数（博士課程）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程修了者数は平成 6 年ころから増加傾向にあり、平成 20 年には約 1,300 人

となっている。平均修業年数は、一時的に短くなる年があるが、平成元年の 4.0 年か

ら平成 20 年の 4.75 年へと長期化する傾向を示している。 
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（６）卒業後就職者比率 

大学、修士課程、博士課程を卒業・修了した後、就職した者の比率はそれぞれ以下

の図表 2-1-16～18 のとおりである。修士課程修了者、博士課程修了者共にいずれの

年も就職者比率は 45％以下となっており、大学を卒業した者に比べて大学院修了者の

就職者比率は低くなっている。 

 

図表 2-1-16 卒業後就職者比率（大学）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学を卒業後就職した者の割合は、平成元年から平成４年までは 80％前後であった

が、平成８年に 61％に低下し平成 11 年まで 60％前後で推移する。平成 12 年には再

び 52％まで低下し平成 16 年まで 55％以下で推移した後、平成 16 年以降は上昇傾向

となり、平成 20 年には 73％となっている。 
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図表 2-1-17 修了後就職者比率（修士課程）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程修了者のうち就職した者の割合は、平成３年から低下し始め、平成 11 年に

は 24％に落ち込んだが、平成 13 年から回復し、平成 17 年には平成 2 年の水準であ

る 30％に戻っている。また平成 17 年からは急激な上昇傾向となり、平成 20 年には

45％に達している。 

 

図表 2-1-18 修了後就職者比率（博士課程）【人文科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程修了者のうち就職した者の割合は、平成元年から若干の上昇と低下を繰り

返しながらも、この 20 年間で低下傾向にある。特に平成 5～12 年の間に 15％低下し

ており、平成 13 年に一旦回復したが、平成 14 年からは 12 年の水準に戻り、以降横

ばい傾向が続いていた。近年は平成 19年は 33％、平成 20年には 3１％となっており、

回復の兆しがみられる。 
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（７）博士課程修了者の職業別進路 

博士課程修了者の就職先を職業分野別に表したのが図表 2-1-19 である。図表 2-1-18

で見たように、就職者比率は減少傾向にあったが、就職者の実数は平成元年の 267 人

から平成 20 年の 418 人へと増加傾向にある。 

いずれの年においても専門的・技術的職業に従事する者が最も多くなっており、

75％以上を占めている。また、販売従事者の割合が最も少なく、例年２％以下となっ

ている。事務従事者は、２～９％の割合で推移しており、一貫した傾向は見られない。 

その他の職業に従事する者にも一貫した傾向が見られないが、平成 13～16 年はそ

の他に分類される職種に従事する者の割合が多く、特に最も修了者数の多かった平成

13 年には 17％の修了者がその他の職業に従事している。 

 

図表 2-1-19 職業別進路【人文科学】 
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H4 287 264 13 4 6 92% 5% 1% 2%
H5 297 276 14 5 2 93% 5% 2% 1%
H6 318 293 11 2 12 92% 3% 1% 4%
H7 335 294 21 1 19 88% 6% 0% 6%
H8 337 306 12 2 17 91% 4% 1% 5%
H9 339 294 18 7 20 87% 5% 2% 6%
H10 306 277 17 0 12 91% 6% 0% 4%
H11 329 290 15 7 17 88% 5% 2% 5%
H12 299 262 15 4 18 88% 5% 1% 6%
H13 424 320 27 3 74 75% 6% 1% 17%
H14 331 279 17 4 31 84% 5% 1% 9%
H15 403 325 24 6 48 81% 6% 1% 12%
H16 382 329 15 5 33 86% 4% 1% 9%
H17 406 364 26 4 12 90% 6% 1% 3%
H18 367 328 23 4 12 89% 6% 1% 3%
H19 419 352 36 10 21 84% 9% 2% 5%
H20 418 358 24 9 27 86% 6% 2% 6%  

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 
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２．社会科学 

（１）学生数の推移 

大学、大学院修士課程（以下「修士課程」と言う）、大学院博士課程（以下「博士課

程」と言う）の学生数の推移は以下の図表 2-2-1～3 のとおりである。 

平成 20 年の学生数は大学が 901,770 人、修士課程が 18,740 人、博士課程が 7,315 人

である。 

国公立大学に在籍する学生の占める比率は大学では 1 割、修士課程では３割、博士課

程では 5 割となっており、教育過程が進むにつれて、国公立大学の占める割合が高まっ

ているが、理学、工学、農学の分野と比較するといずれも国公立大学の占める割合は低

い。 

 

図表 2-2-1 学生数の推移（大学）【社会科学】 
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   （出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学の学生数は平成元年から平成 12 年にかけて 76 万人から 98 万人と約 1.3 倍に増

加し、それ以降は平成 20 年まで減少傾向にある。 

設置者別には、平成 20 年時点で、国公立大学に在籍する学生の割合は 1 割ほどであ

る。 

 
 

21 



図表 2-2-2 学生数の推移（修士課程）【社会科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程の学生数は平成元年に約 6,000 人であったが、年々増加し、平成 14 年のピ

ーク時には平成元年の約４倍に当たる 23,457 人に達し、それ以降は平成 20 年まで減少

傾向が続いている。設置者別には、平成 20 年時点で国公立大学に在籍する学生が全体

の３割を占めている。 

 

図表 2-2-3 学生数の推移（博士課程）【社会科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程の学生数は平成元年から平成 17年にかけて約 2,500人から約 7,553人へと 3

倍に増加した後、平成 20 年まで緩やかに減少している。設置者別には、平成 20 年時点

で国公立大学に在籍する学生が全体の 5 割となっており、理学、工学、農学分野と比較

して国公立大学の占める割合が低い。 
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（２）進学率 

大学、修士課程、博士課程のそれぞれへの進学率は以下の図表 2-2-4～6 のとおりであ

る。平成元年から平成 20 年までの 20 年間に、大学と修士課程への進学率は概ね上昇傾

向にあるが、博士課程進学率は低下傾向にあり、平成 20 年には 11％となっている。 

 

図表 2-2-4  大学進学率【社会科学】 

9%

10%

11%

12%

13%

14%

15%

16%

17%

進学率 10% 10% 10% 11% 11% 12% 13% 13% 14% 15% 15% 16% 16% 16% 15% 15% 16% 16% 16% 17%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

  （出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学進学率は、平成 2 年から平成 12 年にかけて６％上昇、その後平成 16 年まではや

や低下し、平成 17 年以降は再び上昇し、平成 20 年時点で 17%と 20 年間で 1.7 倍の水

準に上昇している。 

 

図表 2-2-5  修士課程進学率【社会科学】 

0.0%
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1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

進 学 率 0.9% 0.9% 0.9% 1.0% 1.3% 1.8% 1.8% 1.7% 1.7% 1.9% 2.1% 2.4% 2.5% 2.4% 2.6% 3.1% 3.5% 3.8% 3.8% 3.8%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程の進学率は一貫して上昇傾向にあり、平成元年には１％未満であったが、平

成 11 年に２％を、平成 16 年に３％を超えて、平成 20 年には 3.8％となっている。 
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図表 2-2-6 博士課程進学率【社会科学】 

10%

15%

20%
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30%

進学率 27% 26% 25% 24% 24% 24% 23% 23% 23% 21% 21% 20% 19% 15% 14% 15% 14% 13% 12% 11%

H　1 H　2 H　3 H　4 H　5 H　6 H　7 H　8 H　9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

    （出典：「学校基本調査」文部科学省）                 

博士課程進学率は平成元年からほぼ一貫して低下している。平成元年の進学率は 27％

であったが、平成 13 年には 20％を割り、その後も平成 20 年まで低下傾向が続き、11％

にまで低下している。 

 

（３）留学生数及び留学生比率 

大学及び修士課程と博士課程を合わせた大学院における外国人留学生数及びその推

移は以下の図表 2-2-7～9 のとおりである。平成 20 年時点で大学が 28,708 人、大学院

が 8,162 人であり、大学、大学院共にこの 20 年間で留学生数は５～６倍に増加してい

る。 

大学と大学院を比較すると、外国人留学生数が最も多いときで、大学において約３万

人、大学院において約 8,000 人となっており、大学に在籍する留学生は大学院の約 4 倍

となっている。 

設置者別に見ると、大学、大学院共に私立大学に在籍する留学生の占める割合が多く、

平成 20 年時点で大学で 95％、大学院で 63％を私立大学の留学生が占めている。 

外国人留学生の割合は、平成 20 年時点で大学において 3.2％、大学院において 31.3％

となっており、大学院のほうが高い。 
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図表 2-2-7 留学生数（大学）【社会科学】 

（人）

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

私大 3727 4675 5752 6586 7513 8162 8474 8460 8157 7893 8373 9732 1341420142241262719428627277912748527197

国・公立 593 706 761 937 1087 1213 1253 1262 1283 1371 1453 1594 1729 1726 1807 1774 1758 1831 1739 1511

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における留学生数は平成元年から平成７年にかけて増加し、その後横ばいとなっ

たが、平成 12 年から急速に増加して平成 17 年にピークを迎え、平成元年の 6 倍に当た

る約３万人となった後、横ばい傾向を示している。設置者別には、国立大学での留学生

数は３倍に増加しているが、私立大学の増加率がそれよりも高い 7.3 倍となっているた

め、全体に占める割合は 15％から５％へと逆に低下している。 

 

図表 2-2-8 留学生数（（大学院：修士課程及び博士課程）【社会科学】 

（人）
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私大 810 980 1219 1356 1403 1530 1637 1756 1820 2044 2456 2633 2757 3166 3687 4113 4611 4959 5119 5115

国・公立大 804 864 1054 1128 1180 1322 1471 1480 1562 1672 1865 2090 2386 2652 2842 2946 3024 2918 2883 3047

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における外国人留学生は平成元年から一貫して増加しており、平成 20 年には

平成元年時点の約５倍に当たる 8,000 人以上に増加している。設置者別には私立大学に

在学する学生が約５～６割を占めている。 
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図表 2-2-9 留学生比率（大学）【社会科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における外国人留学生の比率は、図表 2-2-7 で見た外国人留学生数とほぼ同じ形

を描いて上昇している。すなわち、平成元年から平成 7 年にかけてゆるやかに上昇した

後、横ばい傾向を経て平成 12 年から急速に上昇し、平成 17 年から再び横ばい傾向とな

っている。 

 

図表 2-2-10 留学生比率（大学院：修士課程及び博士課程）【社会科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における外国人留学生数は図表 2-2-8 で見たように、ほぼ一貫して上昇してい

たが、大学院全体の学生数の増加と減少の影響を受けて、全体に占める比率は上昇と低

下を繰り返している。平成元年から平成３年にかけて上昇後、平成９年にかけて低下に

転じたが、平成 15 年から急速に上昇し、平成 20 年には 31％となっている。 
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（４）社会人比率 

修士課程及び博士課程における社会人比率は以下の図表 2-2-11～12 のとおりである。

社会人の割合は修士課程、博士課程共に私立大学のほうが国公立大学よりもやや高くな

っている。また、修士課程では社会人学生の比率はほぼ横ばいになっているが、博士課

程では上昇傾向を示している。 

 

図表 2-2-11 社会人比率（修士課程）【社会科学】 

0%

10%
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国・公立 28% 30% 31% 32% 33% 31% 33% 34% 35%

私立 36% 36% 37% 36% 34% 33% 32% 35% 36%

合計 33% 34% 35% 34% 34% 32% 33% 35% 36%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における社会人学生の比率は、平成 17 年と平成 18 年にいったん低下し、その後

再び上昇して平成 12 年の水準に回復しているが、全期間を通じて、33～36％の間で推

移しており、横ばい傾向にあると言える。私立大学のほうが国公立大学よりも社会人の

比率がやや高い。 

 

図表 2-2-12 社会人比率（博士課程）【社会科学】 
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国・公立 13% 14% 17% 20% 24% 25% 25% 27% 29%

私立 15% 19% 21% 23% 26% 26% 28% 31% 31%

合計 14% 16% 19% 21% 25% 26% 26% 29% 30%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における社会人学生の比率は、平成 12 年から 20 年にかけて２倍に増加してい

る。修士課程同様、私立大学のほうが国公立大学よりも社会人の比率がやや高くなって

いる。 
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（５）卒業者数及び平均修業年数 

大学、修士課程、博士課程をそれぞれ卒業・修了した者の数と、卒業・修了までに要

した年数の平均値（以下「平均修業年数」という）は以下の図表 2-2-13～15 のとおり

である。20 年間で卒業者・修了者は共に増加しているが、近年は横ばい、またはゆる

やかな減少傾向にある。 

平均修業年数は、大学及び修士課程では、20 年の間に若干の短縮と延長があったもの

の、目だった変化はなかった。一方、博士課程では長期化する傾向にある。 

 

図表 2-2-13 平均修業年数（大学）【社会科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

 

大学における卒業者数は平成元年から平成 10 年にかけて増加し、その後は平成 18 年

まで同じ水準を維持していたが、平成 19 年、平成 20 年とわずかに減少している。平均

修業年数は 20 年間に 4.15 年から４.18 年の幅で変動、近年は短縮傾向にあり平成 20

年時点で 4.16 年となっている。 
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図表 2-2-14 平均修業年数（修士課程）【社会科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程修了者数は平成元年から平成 15 年にかけて 4.6 倍に増加した後、平成 20 年

まで減少傾向が続いている。平均修業年数は平成 14 年を除けば 2.22 年から 2.28 年の

間で小幅に変動しながら横ばいで推移している。 

 

図表 2-2-15 平均修業年数（博士課程）【社会科学】 
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修了者数 455 439 448 459 440 507 541 595 598 731 984 910 976 1002 1110 1203 1267 1287 1247 1222
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程修了者数は平成 6 年から平成 18 年まで増加、その後は平成 20 年までやや減

少しており、平成 20 年時点で 1,222 人となっている。これは平成元年時点の約 2.7 倍

の規模に相当する。 

平均修業年数は、平成元年の 4.43 年から平成 11 年の 3.98 年までいったん減少した

が、平成 12 年から平成 20 年にかけて 4.60 年に延びており、やや長期化している。 
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（６）卒業後就職者比率 

大学、修士課程、博士課程を卒業・修了した後、就職した者の比率はそれぞれ以下の

図表 2-2-16～18 のとおりである。大学卒業者の就職者比率は 70～80％で推移している

のに対し、修士課程、博士課程共に修了者の就職者比率は 40～50％で推移しており、

大学を卒業した者に比べて、大学院修了者の就職者比率は低くなっている。また、修士

課程修了者の就職者比率が上昇傾向にある一方で、博士課程修了者の就職者比率は低下

傾向にある。 

 

図表 2-2-16 卒業後就職者比率（大学）【社会科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学を卒業後就職した者の割合は、平成元年から平成 5 年までは 80％台で推移してい

たが、以降低下し、平成 15 年に約 60％となった。しかし平成 17 年以降回復基調にあ

り、平成 20 年に 78％となっている。 
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図表 2-2-17 修了後就職者比率（修士課程）【社会科学】 
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就 職 者 42% 44% 47% 42% 38% 41% 42% 41% 43% 42% 41% 39% 41% 45% 45% 47% 48% 52% 54% 57%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程修了者のうち就職した者の割合は、概ね 40～50％の間で推移していたが、

平成 16 年以降は上昇傾向にあり、平成 20 年には 57％となっている。 

 

図表 2-2-18 修了後就職者比率（博士課程）【社会科学】 
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就 職 者 56% 56% 53% 57% 53% 52% 55% 49% 49% 53% 50% 47% 43% 42% 43% 47% 41% 41% 41% 42%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程修了者のうち就職した者の割合は、平成元年から上昇と低下を繰り返しなが

ら長期的には低下傾向にある。特に平成 11 年から平成 15 年にかけては７％も低下、平

成 16 年にいったん回復したが、平成 17 年には再び低下し平成 20 年まで 40％程度で推

移している。 
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（７）博士課程修了者の職業別進路 

博士課程卒業者の就職先を職業分野別に表したのが図表 2-2-19 である。図表 2-2-18

で見たように、就職者比率は減少傾向にあったが、就職者の実数は平成 20 年の約 275

人から平成 20 年の約 526 人へと増加している。 

いずれの年においても専門的・技術的職業に従事する者が最も多くなっており、平成

9 年まではほぼ 9 割を占めていた。平成 10 年以降は事務従事者とその他の職業に従事

する者が増加しており、専門的・技術的職業に従事する者の割合は７～８割に低下して

いる。販売従事者はいずれの年も少なく、最も多い年の平成 17 年でも 19 人であり、全

体の４％に留まっている。 

事務従事者及びその他の職業に従事する者は平成 11 年ころから増加しており、双方

ともに 10％前後の割合となっている。 

 

図表 2-2-19 職業別進路【社会科学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 
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３．理学 

（１）学生数の推移 

大学、大学院修士課程（以下「修士課程」と言う）、大学院博士課程（以下「博士課

程」と言う）の学生数の推移は以下の図表 2-3-1～3 のとおりである。 

平成 20 年の学生数は大学が 82,637 人、修士課程が 13,736 人、博士課程が 5,313 人

である。 

各課程の学生数はいずれも平成元年と比較して 1.5～２倍に増加しているが、近年は

横ばいまたは非常に緩やかな減少傾向にある。 

国公立大学に在籍する学生の占める比率は、大学では 45％、修士課程では 75％、博

士課程では 90％となっており、教育過程が進むにつれて国公立大学の占める割合が高

まっている点は他分野と共通しているが、他分野よりも国公立大学の占める割合が高い。 

 

図表 2-3-1 学生数の推移（大学）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学の学生数は平成元年には約６万人であったが、平成 13 年まで徐々に増加して９

万人近くに達した。それ以降は緩やかに減少していき、平成 20 年には 82,637 人となっ

ている。設置者別には、平成 20 年時点で国公立大学に在籍している学生の割合 45％と

なっている。 
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図表 2-3-2 学生数の推移（修士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程の学生数は平成元年に約 6,000 人であったが、平成９年に 2 倍の 12-309 人

に増加し、それ以降は非常にゆるやかに増加して、平成 20 年には 13,736 人となってい

る。設置者別には、平成 20 年時点で国公立大学に在籍する学生が全体の 75％を占めて

いる。 

 

図表 2-3-3 学生数の推移（博士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程の学生数は平成元年から平成 12 年にかけて２倍以上に増加、平成 13 年から

平成 17 年までは横ばいで推移、平成 18 年から平成 20 年にかけては減少傾向にある。

設置者別には、平成 20 年時点で国公立大学に在籍する学生が全体の約 90％と高い割合

を占めている。 
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（２）進学率 

大学、修士課程、博士課程のそれぞれへの進学率は以下の図表 2-3-4～6 のとおりであ

る。平成元年から平成 20 年までの 20 年間に大学と修士課程への進学率はほぼ一貫して

上昇しているが、博士課程進学率は低下傾向にあり、平成元年の 31％から平成 20 年に

は 18％まで低下している。 

 

図表 2-3-4 大学進学率【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学進学率は、平成元年の 0.9％から非常にゆるやかに上昇しており、平成 20 年には

1.6％になっている。 

 

図表 2-3-5 修士課程進学率【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程進学率は、平成元年から平成 20 年の 20 年間にわたり長期的には上昇傾向を

示している。特に平成元年から平成 6 年にかけて 23％から 34％へと急激に上昇、その
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後は平成 20 年に 43％に達するまで緩やかに上昇している。 

 

図表 2-3-6 博士課程進学率【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程進学率は、平成元年には 31％であり平成６年には 33％まで上昇したものの、

その後は低下傾向が続き、平成 20 年には 18％になっている。 

 

（３）留学生数及び留学生比率 

大学及び修士課程と博士課程を合わせた大学院における外国人留学生数及びその推

移は以下の図表 2-3-7～10 のとおりである。平成 20 年時点で大学が 404 人、大学院が

889 人であり、大学、大学院共にこの 20 年間で留学生数は増加しているが、特に大学

では、平成元年時点の９倍に増えている。 

大学と大学院を比較すると、外国人留学生数が最も多いときで、大学において約 500

人、大学院において約 1,000 人であり、大学よりも大学院のほうが多くなっている。 

設置者別には、国立大学に在籍する留学生数の割合は大学では５～６割だが、大学院

では 9 割と比率が高くなっている。 

外国人留学生の割合は、20 年間で約５倍に上昇しているが、その割合は 0.6％以下の

水準である。また、大学院における割合は５％前後で推移しており、20 年間で目立っ

た変化がみられない。 
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図表 2-3-7 留学生数（大学）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における外国人留学生数は、平成元年の 45 人から平成５年の 169 人へと 3.8 倍

に増加した後に減少傾向となるが、平成 12 年から再度増加して平成 17 年には平成元年

時点の約９倍に当たる 486 人に増加、その後若干減少し平成 20 年時点では 404 人とな

っている。設置者別には、国公立大学に在籍する留学生が全体の約７割を占めている。 

 

図表 2-3-8 留学生数（大学院：修士課程及び博士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における外国人留学生数は、平成元年から平成 10 年までほぼ一貫して増加傾

向を示し、平成元年時点の約２倍に増加している。平成 17 年以降は小幅な減少と増加

を繰り返しながらも、平成 20 年まで 900 人前後の規模で推移している。設置者別には、

国公立に在籍する外国人留学生が 9 割以上を占めている。 
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図表 2-3-9 留学生比率（大学）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

図表 2-3-7 で見た外国人留学生数の変化とほぼ同じ傾向を保ちながら留学生比率も変

化している。20 年間では、平成 11 年から平成 17 年の間に最も急激に上昇しており、

この６年間で 0.1％から 0.6％へと約６倍に上昇している。 

 

図表 2-3-10 留学生比率（大学院：修士課程及び博士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における外国人留学生数の割合は大きな変化は見られず、この 20 年の間、4.3％

～5.7％の間で小幅な変化を繰り返して推移しており、平成 20 年時点では 4.8％となっ

ている。 
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（４）社会人比率 

修士課程及び博士課程における社会人比率は以下の図表 2-3-11～12 のとおりである。

社会人の割合は修士課程、博士課程共に私立大学のほうが国公立大学よりも高くなって

いる。また、修士課程では社会人学生の比率はほぼ横ばいになっているが、博士課程で

は緩やかな上昇傾向を示している。 

 

図表 2-3-11 社会人比率（修士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における社会人学生の比率は、ほぼ 1％前後で推移している。平成 18 年から 19

年に私立大学の比率が 0.4％に低下したが、平成 20 年には 1.1％に戻っている。 

 

図表 2-3-12 社会人比率（博士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における社会人学生の比率は、平成 12 年の７％から平成 20 年の 11％まで非常

にゆるやかに上昇している。国公立大学と私立大学の動きはほぼ同じであるが、平成

20 年に私立大学の学生比率が 17％となり、急激に上昇している。 
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（５）卒業者数及び平均修業年数 

大学、修士課程、博士課程をそれぞれ卒業・修了した者の数と、卒業・修了までに要

した年数の平均値（以下「平均修業年数」という）は以下の図表 2-3-13～15 のとおり

である。平成元年から平成 20 年の間に卒業者・修了者は共に増加しているが、近年は

横ばい傾向にある。 

平均修業年数の変動が最も顕著なのは博士課程であり、20 年間に、0.3 年ほど平均修

業年数が短くなっている。同様に大学では 0.09 年短くなっている。修士課程では長く

なる年もあったが、概ね 2.01 年から 2.06 年の範囲内で短縮と延長を繰り返している。 

 

図表 2-3-13 平均修業年数（大学）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学の卒業者数は、平成元年の 19.1 千人から平成 11 年までに約 8 千人増加して、27.1

千人となった後、ほぼ横ばいの状況が続いている。一方、平均修業年数は短縮傾向にあ

り、平成元年の 4.27 年から平成 20 年の 4.17 年へと 0.1 年短くなっている。 
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図表 2-3-14 平均修業年数（修士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程の修了者数はこの 20 年間は増加傾向にあり、平成元年の 2,598 人に対し平

成 20 年は 6,266 人へと 2.4 倍に増えている。 

一方、平均修業年数は、平成元年から平成 20 年まで 2.03 年から 2.06 年の間で推移

しているが、平成６年と平成 10 年は平均修業年数が長くなっている。  

 

図表 2-3-15 平均修業年数（博士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程の修了者数は平成元年に 621 人であったが、平成 14 年までに徐々に増加し

1,500 人を超過した。その後は横ばいとなり、毎年 1,500 人前後で推移している。 

平均修業年数は平成元年から平成８年にかけて3.90年から3.40年へと短縮されたが、

その後長期化して平成 16 年には平成元年時点の水準に戻った。しかし平成 17 年以降再

び短縮傾向が続き、平成 20 年には 3.60 年となっている。 
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（６）卒業後就職者比率 

大学、修士課程、博士課程を卒業・修了した後、就職した者の比率はそれぞれ以下の

図表 2-3-16～18 のとおりである。この分野では、大学卒業者の就職者比率の低さが目

立っている。他分野でも大学卒業者の就職者比率は低下傾向にあるが、この文やでは、

平成 20 年には修士課程や博士課程よりも低くなっている。また、博士課程修了者の就

職者比率は修士課程修了者よりも低い水準で変化している。 

 

図表 2-3-16 卒業後就職者比率（大学）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学卒業者のうち就職した者の割合は、平成元年には 70％であったが、以降低下し、

平成 16 年には 39％となった。平成 17 年からは回復基調となり、平成 20 年には 47％

となっている。 
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図表 2-3-17 修了後就職者比率（修士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程修了者のうち就職した者の割合は、平成元年から平成 15 年にかけて小幅な

増減を繰り返していたが、平成 16 年以降は上昇傾向となり、平成 20 年には 76％とな

っている。 

 

図表 2-3-18 修了後就職者比率（博士課程）【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程修了者のうち就職した者の割合は、平成 4 年と平成６年は 60％程度にまで上

昇したが、それ以外の年は平成 18 年まで概ね 50％前後で小幅な上昇と低下を繰り返し

ていた。しかし平成 19 年、平成 20 年と継続して上昇しており、平成 20 年時点で 61％

に達している。 
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（７）博士課程修了者の職業別進路 

博士課程卒業者の就職先を職業分野別に表したのが図表 2-3-19 である。図表 2-3-18

で見たように、博士課程修了者の就職比率は横ばい傾向であったが、実数は 328 人から

986 人に増加している。 

いずれの年においても専門的・技術的職業に従事する者が最も多くなっており、例年

90％以上を占めている（90％以下になるのは平成 12 年、13 年、14 年）。 

一方、販売従事者の割合が最も少なく、平成 12 年を除いて１～２％で推移している。

事務従事者も５％以下の割合で推移しているが、これら就職者数の増減には一貫した傾

向は見られない。 

 

図表 2-3-19 職業別進路【理学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 
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４．工学 

（１）学生数の推移 

大学、大学院修士課程（以下「修士課程」と言う）、大学院博士課程（以下「博士課

程」と言う）の学生数の推移は以下の図表 2-4-1～3 のとおりである。 

平成 20 年の学生数は大学が 410,683 人、修士課程が 65,277 人、博士課程が 13,755

人である。 

大学での学生数が減少する平成 10 年以降の動向をみると、他分野と比較し、大学に

おける学生数の減少割合に対し、修士課程、博士課程での学生数の減少割合が小さい。 

国公立大学に在籍する学生の占める比率は大学では 30％、修士課程では 75％、博士

課程では 85％となっており、教育過程が進むにつれて、国公立大学の占める割合が高

まっている。 

 

図表 2-4-1 学生数の推移（大学）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学の学生数は平成元年に 38 万人であったが、平成 10 年まで増加傾向が続いて

472,252 人に増加した。それ以降緩やかに減少し、平成 20 年には 410,683 人になって

いる。設置者別には、平成 20 年時点で国公立大学に在籍する学生の割合は 30％となっ

ている。 
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図表 2-4-2 学生数の推移（修士課程）【工学】 

（人）

0

20000

40000

60000

80000

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1
0

H
1
1

H
1
2

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

国・公立大 私立大

65,277人
65,588人

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程の学生数は平成元年には約 2 万 6,000 人であったが、徐々に増加し続け、平

成 17 年に 65,588 人に達した後、平成 20 年までほぼ横ばい傾向が続いている。設置者

別には、平成 20 年時点で国公立大学に在籍する学生が全体の 75％を占めている。 

 

図表 2-4-3 学生数の推移（博士課程）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程の学生数は平成元年から平成 18 年まで一貫して増加傾向にあり、平成元年

の 4,000 人から平成 18 年には 13,971 人へと 3.5 倍に増加している。しかし平成 19 年

以降若干減少し、平成 20 年は 13,755 人となっている。設置者別には、平成 20 年時点

で国公立大学に在籍する学生が全体の 85％を占めている。 
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（２）進学率 

大学、修士課程、博士課程のそれぞれへの進学率は以下の図表 2-4-4～6 のとおりであ

る。平成元年から平成 20 年までの 20 年間に、大学と修士課程への進学率はほぼ一貫し

て上昇しているが、博士課程進学率は平成 13 年以降は低下傾向にあり、平成 20 年には

6％未満になっている。 

 

図表 2-4-4 大学進学率【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学進学率は、平成元年（4.9％）から平成 11 年（7.2％）までは急速に上昇、平成

12 年以降はゆるやかに上昇し、平成 20 年時点で 7.6％と 20 年間で約 1.5 倍の水準にな

っている。 

 

図表 2-4-5 修士課程進学率【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 
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修士課程進学率は、平成元年の 16％から平成 20 年には 33％へと 20 年間で約２倍に

増加している。 

 

図表 2-4-6 博士課程進学率【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程進学率は、平成元年から平成 12 年までは横ばいで推移していたが、それ以

降は低下傾向が続いており、平成 20 年には 5.9％まで低下している。 

 

（３）留学生数及び留学生比率 

大学及び修士課程と博士課程を合わせた大学院における外国人留学生数及びその推

移は以下の図表 2-4-7～10 のとおりである。大学、大学院共にこの 20 年間で留学生数

は増加している。 

大学と大学院を比較すると、外国人留学生数が最も多い年で、大学において約 5,500

人、大学院において約 7,000 人となっており、大学院のほうが多い。 

設置者別では、国公立大学に在籍する学生数は大学で 5 割、大学院で 8 割となってお

り、大学院における割合のほうが大きい。 

外国人留学生の大学における全体の学生に対する割合は、20 年間で 3.5 倍に上昇して

いるが、それでも全体の 1.4％以下である。大学院では 7～10％の間で横ばい傾向が続

いている。 
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図表 2-4-7 留学生数（大学）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における外国人留学生数は、平成元年から平成６年にかけて 1.8 倍に増加した後

やや減少、平成 12 年から再び増加に転じ、平成 20 年には約 5,500 人となり、平成元年

時点の約 4 倍になっている。設置者別には、平成 20 年時点で国公立大学に在籍する外

国人留学生が 5 割を占めている。 

 

図表 2-4-8 留学生数（大学院：修士課程及び博士課程）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における外国人留学生数は、平成元年から平成８年にかけて 1.9 倍に増加しそ

の後横ばいとなるが、平成 13年から再び増加し平成 20年には 7,000人を超過している。

設置者別には平成 20 年時点で国公立大学に在籍する学生が８割を占めている。 
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図表 2-4-9 留学生比率（大学）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

図表 2-4-7 で見た外国人留学生数の変化とほぼ同じ傾向で留学生比率も変化している。

この 20 年では平成 13 年から平成 18 年の伸びが顕著であり、この期間で 2.6 倍に上昇

している。 

 

図表 2-4-10 留学生比率（大学院：修士課程及び博士課程）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程と博士課程を合わせた大学院における外国人留学生の比率は、平成 3 年から

平成 12 年まで減少傾向にあったが、平成 13 年以降は上昇傾向に転じ、平成 20 年時点

では 9.0％となっている。 
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（４）社会人比率 

修士課程及び博士課程における社会人比率は以下の図表 2-4-11～12 のとおりである。

修士課程では社会人学生の比率はほぼ横ばいになっているが、博士課程では緩やかな上

昇傾向を示している。また、社会人の割合は、修士課程では私立大学が国公立大学の２

倍の水準にあるが、博士課程では私立大学と国公立大学であまり差がない。 

 

図表 2-4-11 社会人比率（修士課程）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における社会人学生の比率は、平成 12 年から平成 16 年にかけて 1.3％から 2.8％

まで上昇した後、平成 17 年以降減少し、平成 20 年は 1.8％となっている。国公立大学

と比較すると、私立大学の比率のほうが高くなっている。 

 

図表 2-4-12 社会人比率（博士課程）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における社会人学生の割合は 22％から 33％に緩やかに上昇している。概ね国

公立大学よりも私立大学のほうが、社会人比率が高くなっている。 
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（５

大学、修士課程、博士課程をそれぞれ卒業・修了した者の数と、 修了までに要

した年数の平均値（以下「平均修業年数」という）は以下の図表 2-4-13～15 のとおり

である。卒業・修了者数はい 教育課程においても増加していたが、 博士課程

では４倍に増加している。 

平均修業年数は、大学では 0.05 年短くなっている。一方修士課程では 0.03 年、博士

課程では 0.25 年長くなっている。 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学卒業者数は、 6 千人から平成 14 年の 138.7 千人まで増加、その後

は非常にゆるやかに減少している。一方、平均修業年数は平成元年には 4.25 年だった

のが平成 20 年には 4.20 年と 0.05 年短くなっている。 

 

）卒業者数及び平均修業年数 

卒業・

ずれの 特に

 

図表 2-4-13 平均修業年数（大学）【工学】 
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卒業者数 99.6 105.6 113.9 115.7 116.1 119.5 127.8 131.7 135.4 135.3 136.1 137.4 138.4 138.7 136 133.1 133.1 132 131.4 130.3

平均修業年数 4.25 4.22 4.20 4.20 4.20 4.20 4.20 4.20 4.20 4.21 4.20 4.21 4.23 4.22 4.22 4.22 4.21 4.21 4.21 4.20 
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図表 2-4-14 平均修業年数（修士課程）【工学】 
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修了者数 11915 12774 13141 14351 16234 17978 20197 22622 23337 24421 24242 24762 26957 28538 28498 28921 30145 30617 30995 30641

平均修業年数 2.02 2.03 2.01 2.01 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.04 2.05 2.03 2.04 2.05 2.06 2.05 2.05 2.05 2.05

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程修了者数は平成元年から平成 20 年までの間、増加傾向が続き、平成元年の

約 1 万 2,000 人に対し平成 20 年は約３万人と 2.5 倍に増加している。平均修業年数は

ほんのわずかであるが長期化しており、平成元年には 2.02 年であったのが、平成 20 年

には 2.05 年となっており、0.03 年長くなっている。 

 

図表 2-4-15 平均修業年数（博士課程）【工学】 
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修了者数 902 917 1027 1114 1326 1521 1742 2079 2394 2702 2925 2836 2992 3024 3161 3312 3295 3611 3656 3593

平均修業年数 3.37 3.38 3.37 3.33 3.41 3.34 3.36 3.42 3.46 3.53 3.48 3.50 3.49 3.52 3.55 3.69 3.61 3.58 3.64 3.65
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程の修了者数は平成元年から平成 20 年の間ほぼ一貫して増加傾向にあり、平

成元年時点と比較して平成 20 年の時点では４倍に増加し約 3,600 人になっている。ま

た、平均修業年数も長くなる傾向にあり、平成元年には約 3.37 年だったのが平成 20 年

には 3.65 年となっており、0.28 年長くなっている。 
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（６）卒業後就職者比率 

大学、修士課程、博士課程を卒業・修了した後、就職した者の比率はそれぞれ以下の

図表 2-4-16～18 のとおりである。20 年の間に、全ての課程で就職者比率はいったん低

下した後、平成 20 年にかけて回復してきている。修士課程、博士課程共に他分野と比

較して高い就職者比率となっている。 

 

図表 2-4-16 卒業後就職者比率（大学）【工学】 
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H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学卒業者のうち就職した者の割合は、平成元年から平成３年までは 80％台で推移し

ていたが、以降低下を続け平成 12 年には 60％を下回った。平成 17 年ころから回復の

兆しが見られ、平成 20 年には 61％となっている。 
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図表 2-4-17 修了後就職者比率（修士課程）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程修了者のうち就職した者の割合は、平成元年の 89％から平成 15 年には 82％

まで低下したが、それ以降上昇傾向にあり、平成 20 年には 90％となっている。 

 

図表 2-4-18 修了後就職者比率（博士課程）【工学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程修了者のうち就職した者の割合は、平成元年から平成９年までは 70％前後で

あったが、以降低下し、平成 15 年に 55％となった。しかしその後徐々に上昇し、平成

20 年には 69％に回復している。 
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（７）博士課程修了者の職業別進路 

博士課程卒業者の就職先を職業分野別に表したのが図表 2-4-19 である。就職者の実数

は平成元年の 624 人から平成 20 年の 2,508 人へと増加している。 

いずれの年においても専門的・技術的職業に従事する者が最も多くなっており、90％

以上を占めている。また、事務従事者及び販売従事者の割合が非常に少なく、例年それ

ぞれ２％以下となっている。その他の職業に従事する者は 2～７％の割合で推移してお

り、事務、販売、その他の割合に特定の傾向はみられない。 

 

図表 2-4-76 職業別進路【工学】 
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実数（人） 構成比（％）

就職者合計
専門的・技
術的職業従
事者

事務従事者 販売従事者 その他
専門的・技
術的職業従
事者

事務従事者 販売従事者 その他

H1 624 559 2 18 45 90% 0.3% 2.9% 7%
H2 641 596 3 5 37 93% 0.5% 0.8% 6%
H3 750 688 3 12 47 92% 0.4% 1.6% 6%
H4 798 724 14 19 41 91% 1.8% 2.4% 5%
H5 1,003 961 4 4 34 96% 0.4% 0.4% 3%
H6 1,118 1,070 1 7 40 96% 0.1% 0.6% 4%
H7 1,226 1,167 2 13 44 95% 0.2% 1.1% 4%
H8 1,481 1,400 12 10 59 95% 0.8% 0.7% 4%
H9 1,699 1,584 5 12 98 93% 0.3% 0.7% 6%
H10 1,807 1,710 10 12 75 95% 0.6% 0.7% 4%
H11 1,843 1,773 20 11 39 96% 1.1% 0.6% 2%
H12 1,725 1,628 21 17 59 94% 1.2% 1.0% 3%
H13 1,786 1,674 22 16 74 94% 1.2% 0.9% 4%
H14 1,720 1,620 13 13 74 94% 0.8% 0.8% 4%
H15 1,779 1,661 18 26 74 93% 1.0% 1.5% 4%
H16 1,993 1,846 16 20 111 93% 0.8% 1.0% 6%
H17 1,929 1,761 36 22 110 91% 1.9% 1.1% 6%
H18 2,181 1,994 24 24 139 91% 1.1% 1.1% 6%
H19 2,198 2,045 17 30 106 93% 0.8% 1.4% 5%
H20 2,508 2,294 29 16 169 91% 1.2% 0.6% 7%  

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 
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５．農学 

（１）学生数の推移 

大学、大学院修士課程（以下「修士課程」と言う）、大学院博士課程（以下「博士課

程」と言う）の学生数の推移は以下の図表 2-5-1～3 のとおりである。 

平成 20 年の学生数は大学で 74,902 人、修士課程で 9,108 人、博士課程で 4,113 人で

ある。 

平成元年から平成 20 年の間に学生数は全ての課程で増加しているが、大学、修士課

程、博士課程と進むにつれて伸び率が高くなっており、それぞれ 20 年間で 1.2 倍、2.4

倍、2.6 倍に増加している。 

設置者別にみると、国公立大学に在籍する学生の占める比率は平成 20 年時点で大学

では５割、修士課程及び博士課程では 9 割となっており、他分野に比べて、国公立大学

の占める割合が高くなっている。 

 

図表 2-5-1 学生数の推移（大学）【農学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学の学生数は平成元年に約 6 万 5,000 人であり、平成 8 年までゆるやかに増加して

7 万人を超えた。しかし、平成 9 年以降は減少し、平成 15 年には 7 万人を下回るもの

の、平成 16 年以降は再び増加傾向となり、平成 20 年には 74,902 人となっている。設

置者別には、国公立大学に在籍する学生が５割となっている。 
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図表 2-5-2 学生数の推移（修士課程）【農学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程の学生数は平成元年に約 4,000 人であったが、ほぼ一貫して増加傾向を示し、

平成 20 年には 9,108 人に達している。設置者別には、平成 20 年時点で国公立大学に在

籍する学生が全体の 9 割近くを占めている。 

 

図表 2-5-3 学生数の推移（博士課程）【農学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程の学生数は平成元年に約 1,500 人であったが、平成 14 年には 4,390 人に増

加し、それ以降は平成 18 年までほぼ横ばいで推移しているが、平成 19 年以降減少して

おり、平成 20 年は 4,113 人になっている。設置者別には、平成 20 年時点で国公立大学

に在籍する学生が全体の 9 割以上を占めている。 
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（２

大学、修士課程、博士課程のそれぞれへの進学率は以下の図表 2-5-4～6 とおりであ

る。平成元年から平成 20 年までの 20 年間に、大学と修士課程への進学率はほぼ一貫し

て上昇傾向にあるが、博士課程進学率はいったん上昇したものの、平成 13 年からは低

下傾向が続いており、平成 20 平成元年と同じ 15％になっている。 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学進学率は、平成元年から平成 20 年にかけて緩やかに上昇し、0.8％から 1.4％へ

と 20 年間で約 1.7 倍になっている。 

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程進学率は、平成元年から平成 20 年にかけて上昇傾向にあり、14％から 27％

へと 20 年間で約２倍の水準になっている。 

）進学率 

の

年には

 

図表 2-5-4 大学進学率【農学】 
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図表 2-5-5 修士課程進学率【農学】 
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かし、その後は低下傾向に転じて、平成 20 年には平成元年と同じ 15％

となっている。 

 

（３

院における外国人留学生数及びその推

移

て

大学院共に 20 年の間にいったん

低下し、その後回復するという変動を示している。 

図表 2-5-6 博士課程進学率【農学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程進学率は、平成元年から平成７年にかけて 15％から 25％へ上昇し、1.5 倍の

水準になった。し

）留学生数及び留学生比率 

大学及び修士課程と博士課程を合わせた大学

は以下の図表 2-5-7～10 のとおりである。 

大学、大学院共にこの 20 年間で留学生数は２～2.5 倍に増加している。大学と大学院

を比較すると、外国人留学生数が最も多い年で、大学において約 500 人、大学院におい

約 2-500 人となっており、大学院に在籍する留学生は大学の４倍以上になっている。 

外国人留学生の全体の学生に対する割合は、大学、
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図表 2-5-7 留学生数（大学）【農学】 

（人）
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における外国人留学生数は、平成元年から平成５年まで増加、平成 6 年以降は減

少し、平成 10 年からは再び増加し、平成 18 年には平成元年の約 2.5 倍の規模になって

いる。しかし、平成 19 年以降は再び減少している。 

 

図表 2-5-8 留学生数（大学院：修士課程及び博士課程）【農学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における外国人留学生数は、平成 16 年までほぼ一貫して増加傾向を示し、平

成元年時点の 2.3 倍に増加している。平成 17 年からはやや減少、平成 20 年まで 2,000

人程度の水準を保ちながら、横ばいの傾向にある。 
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図表 2-5-9 留学生比率（大学）【農学】 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

留学生比率 8.4% 9.2% 9.6% 9.1% 9.1% 8.8% 8.5% 8.2% 7.9% 7.8% 7.7% 7.2% 7.5% 7.7% 7.9% 7.7% 8.3% 8.4% 8.8% 9.0%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学における外国人留学生の比率は、平成元年の 8.4％から平成 3 年にかけて 9.6％ま

で上昇、平成 4 年以降は低下傾向となり平成 12 年には 7.2％まで落ち込んだ。しかし、

平成 13 年以降は上昇し、平成 20 年には 9.0％となっている。 

 

図表 2-5-10 留学生比率（大学院：修士課程及び博士課程）【農学】 
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（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における外国人留学生数の比率は、平成元年に 17.1％であったが、平成 4 年に

18.0％に上昇、平成 5 年以降は減少し平成 13 年に 14.4％まで落ち込んだ。平成 14 年

以降は回復して、平成 20 年には 15.5％になっている。 
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（４）社会人比率 

修士課程及び博士課程における社会人比率は以下の図表 2-5-11～12 のとおりである。

社会人の割合は修士課程では私立大学が、博士課程では国公立大学のほうが高くなって

いる。また、修士課程では社会人学生の比率はほぼ横ばいになっているが、博士課程で

は緩やかな上昇傾向を示している。 

 

図表 2-5-11 社会人比率（修士課程）【農学】 

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

国・公立 1.9% 2.4% 2.5% 2.1% 2.0% 1.5% 1.5% 1.9% 2.1%

私立 2.4% 10.1% 2.6% 2.0% 2.7% 2.5% 1.8% 1.3% 2.0%

合計 2.0% 3.3% 2.5% 2.1% 2.1% 1.7% 1.6% 1.8% 2.1%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における社会人学生の割合は、概ね２～３％の間でほぼ横ばいで推移している

が、平成 13 年に私立大学に在籍する学生数の比率が 10％と突出して高くなっている。

それ以外の年では私立大学と国公立大学の社会人比率はやや私立大学が高い。 

 

図表 2-5-12 社会人比率（博士課程）【農学】 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

国・公立 10% 12% 12% 13% 13% 14% 15% 24% 20%

私立 6% 10% 10% 7% 9% 15% 22% 14% 21%

合計 10% 12% 12% 13% 13% 14% 16% 23% 20%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学院における社会人学生の割合は増加傾向にあり、平成 12 年の 10％から平成 20

年の 20％へと２倍に増加している。また、国公立大学のほうが私立大学よりも社会人

比率が高い傾向にある。 
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（５）卒業者数及び平均修業年数 

大学、修士課程、博士課程をそれぞれ卒業・修了した者の数と、卒業・修了までに要

した年数の平均値（以下「平均修業年数」という）は以下の図表 2-5-13～15 のとおり

である。卒業・修了者数は、修士課程では増加傾向が続いているが、大学と博士課程に

おいては、増加傾向が収束して、横ばいになっている。 

平均修業年数は、大学ではやや短くなる傾向にあるが、修士課程及び博士課程ではや

や長くなる傾向にある。 

 

図表 2-5-13 平均修業年数（大学）【農学】 

（年）

17
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21

22

23

24

（千人）

卒
業

者
数

4.05

4.10

4.15

4.20

4.25

平
均

修
業

年
数

卒業者数 19.7 20.5 21.4 21 21.8 22.3 22.5 22.7 23 23.2 23.4 23.3 23 23.1 22.5 22.3 22.3 22.4 22.6 22.7

平均修業年数 4.18 4.16 4.15 4.15 4.14 4.13 4.14 4.14 4.13 4.13 4.12 4.12 4.13 4.12 4.12 4.11 4.11 4.10 4.11 4.10 

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学の卒業者数は平成元年から平成 11 年までほぼ一貫して増加し約 1.2 倍の規模と

なった。平成 12 年以降はやや減少するも近年は若干増加し、平成 20 年には 22.7 千人

となっている。平均修業年数は短縮傾向にあり、平成元年には 4.18 年だったのが 4.10

年になっており、0.08 年短くなっている。 
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図表 2-5-14 平均修業年数（修士課程）【農学】 
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2.10

2.20

2.30

2.40

2.50

2.60

2.70

（年）

平
均

修
業

年
数

修了者数 2657 1735 1753 1909 2252 2479 2819 2985 3056 3175 3016 3168 3362 3515 3471 3676 3678 3825 3797 4113

平均修業年数 2.05 2.04 2.03 2.04 2.03 2.03 2.03 2.04 2.04 2.05 2.04 2.04 2.04 2.05 2.04 2.05 2.06 2.06 2.06 2.06

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程の修了者数は平成２年にいったん減少したが、その後は平成 20 年まで増加

傾向が続き、平成元年時点の 1.5 倍の 4,113 人となっている。平均修業年数は短縮と延

長を繰り返しながらわずかに長くなる傾向にあり、平成元年の 2.05 年から平成 20 年の

2.06 年へと 0.01 年長期化している。 

 

図表 2-5-15 平均修業年数（博士課程）【農学】 
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修了者数 339 311 377 432 432 486 528 578 674 734 741 865 801 893 944 961 918 883 952 936

平均修業年数 3.43 3.54 3.56 3.57 3.44 3.47 3.43 3.40 3.47 3.56 3.64 3.54 3.50 3.61 3.62 3.63 3.74 3.71 3.62 3.60

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程の修了者数は平成元年から平成 16 年まで徐々に増加して、平成 16 年には平

成元年の３倍に当たる約 1,000 人となった。平均修業年数は短縮と延長を繰り返しなが

ら長くなる傾向にあり、平成元年の 3.43 年から平成 20 年の 3.60 年へと 0.17 年長期化

している。 
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（６）卒業後就職者比率 

大学、修士課程、博士課程を卒業・修了した後、就職した者の比率はそれぞれ以下の

図表 2-5-16～18 のとおりである。全ての課程において、平成元年から平成 20 年の間に

就職者比率はいったん低下傾向を示したが、その後に回復を見せている。 

大学、修士課程では共に最も低い年であっても 50％を割り込むことがなく、博士課程

も最低で 47％の水準となっており、人文科学や社会科学と比較すると就職率の水準が

高く保たれている。 

 

図表 2-5-16 卒業後就職者比率（大学）【農学】 

0%

10%

20%
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40%

50%
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70%

80%

90%

就 職 者 79% 80% 78% 75% 72% 67% 64% 62% 62% 62% 57% 54% 56% 55% 52% 53% 57% 59% 61% 63%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

大学を卒業後就職した者の割合は、平成元年から平成 15 年にかけて低下し、79％か

ら 52％になった。それ以降平成 20 年まではやや回復基調にあり、平成 20 年には 63％

となっている。 
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図表 2-5-17 修了後就職者比率（修士課程）【農学】 
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就 職 者 75% 71% 71% 71% 68% 64% 61% 60% 62% 60% 58% 58% 60% 62% 61% 62% 67% 69% 74% 77%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

修士課程を修了後就職した者の割合は、平成元年から平成 11 年にかけて低下し、75％

から 58％まで落ち込んだ。しかし、それ以降平成 20 年までは上昇傾向にあり、平成 20

年には 77％となっている。 

 

図表 2-5-18 修了後就職者比率（博士課程）【農学】 
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就 職 者 53% 55% 62% 57% 59% 59% 54% 55% 53% 51% 48% 47% 50% 52% 48% 48% 50% 52% 53% 64%

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（出典：「学校基本調査」文部科学省） 

博士課程を修了後就職した者の割合は、平成３年から平成 10 年まではおおむね 50％

台で推移していたが、平成 11 年以降は低下し、平成 12 年には 47％となった。その後

平成 19 年までは横ばい傾向が続いたが、平成 20 年には 64％まで上昇し、20 年間で最

も高い水準になっている。 
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（７）博士課程修了者の職業別進路 

博士課程卒業者の就職先を職業分野別に表したのが図表 2-5-19 である。就職者の実数

は平成元年の 189 人から平成 20 年の 692 人へと増加傾向にある。 

就職先では、専門的・技術的職業に従事する者が最も多くなっており、ほぼ全ての年

において９割以上を占めている。また、販売従事者の割合が最も少なく、例年１％以下

となっており、就職者がいない年もある。事務従事者の割合は例年５％以下で推移して

いる。その他の職業に従事する者は 1～10％の割合で推移しており、年により数値にば

らつきが見られ、一定した傾向は見られない。 

 

図表 2-5-19 職業別進路【農学】 
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専門的・技術的職業従事者 事務従事者 販売従事者 その他

 
実数（人） 構成比（％）

就職者合計
専門的・技
術的職業従
事者

事務従事者 販売従事者 その他
専門的・技
術的職業従
事者

事務従事者 販売従事者 その他

H1 189 187 1 0 1 99% 1% 0%
H2 182 171 6 0 5 94% 3% 0%
H3 244 234 3 0 7 96% 1% 0%
H4 267 236 6 6 19 88% 2% 2% 7%
H5 266 254 3 1 8 95% 1% 0%
H6 325 297 2 1 25 91% 1% 0% 8%
H7 322 296 6 4 16 92% 2% 1% 5%
H8 371 355 1 0 15 96% 0% 0% 4%
H9 421 376 11 3 31 89% 3% 1% 7%
H10 450 383 16 4 47 85% 4% 1% 10%
H11 426 398 5 8 15 93% 1% 2% 4%
H12 466 434 4 6 22 93% 1% 1% 5%
H13 475 435 3 2 35 92% 1% 0% 7%
H14 545 493 29 3 20 90% 5% 1% 4%
H15 525 484 12 3 26 92% 2% 1% 5%
H16 554 527 14 2 11 95% 3% 0% 2%
H17 554 524 9 5 16 95% 2% 1% 3%
H18 545 500 15 4 26 92% 3% 1% 5%
H19 589 556 16 1 16 94% 3% 0% 3%
H20 692 627 16 6 43 91% 2% 1% 6%

1%
3%
3%

3%

 
（出典：「学校基本調査」文部科学省） 
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